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第 1 章 国内外の ICT 市場の動向の調査 

1 節 ICT 市場全体の動向 

 世界の ICT 市場（支出額）はスマートフォンやクラウドサービスの普及を背景に 2016 年

以降増加傾向で推移しており、2023 年は円安が進行した影響もあり、657.3 兆円 （前年比

10.3%増）と大きく増加した。また、2023 年はインフレや物価高などの影響から値上げが

進んだことも市場規模拡大に影響した。ただ、PC、スマートフォン、タブレットなどデバ

イスへの支出は買い控えなどの影響で減少した。今後は AI 投資の拡大も期待され、データ

センター、ソフトウェア、IT サービス（クラウドサービスを含む）への支出が増加すると

見込まれる。 

 

図表：世界の ICT 市場規模（支出額）の推移 

 

出所：Statista（Gartner）1 

 

日本の ICT 市場（支出額）は 2023 年に 28.5 兆円 （前年比 4.7％増）、2024 年には 29.9

兆円（同 4.9％増）と増加傾向で推移すると見込まれている。円安、インフレ等によって製

品・サービスの価格高騰だけではなく、DX やクラウド・ファーストへの取り組み、経済安

全保障や AI といった中長期のトレンドが IT 支出の増加を後押しするとみられる。2023 年

の産業別では、全産業でプラス成長が見込まれ、特に銀行/投資サービス（同 6.8%増）や小

                                                      
1 https://www.statista.com/statistics/268938/global-it-spending-by-segment/ 
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売（同 6.0%増）で高い成長が予想されている。金融業界では店舗の統廃合とともにデジタ

ルシフトが進むと見込まれ、レガシー・システムの刷新も本格化するとみられる。小売業界

では人手不足を背景に店内オペレーションにおけるデジタル活用やデジタル・チャネルに

おける顧客体験強化が進むことで IT 支出の拡大が見込まれる。 

 

図表：日本の ICT 市場規模（支出額）の推移及び予測2 

 

出所：Gartner3 

 

 ハードウェア投資（名目）については、米国・英国・ドイツ・フランスでは 1995 年以

降増加傾向で推移しているのに対し、日本は減少傾向となっており、対象国の中で唯一

1995 年を下回っている。ソフトウェア投資（名目）については、ハードウェア投資よりも

傾向が顕著に出ており、米国・英国・ドイツ・フランスにおいて増加傾向で推移している

のに対し、日本は 2000 年以降ほぼ横ばいとなっている。日本では 1995 年から 2000 年代

前半にかけてハードウェア投資が減少し、ソフトウェア投資が増加するという変化があっ

たものの、2000 年代後半以降は大きな変化がみられていない。 

 

                                                      
2 ICT 市場には、データセンターシステム、エンタープライズソフトウェア、デバイス、ICT サービス、

通信サービスが含まれる。また、IT 支出全体は表中に記載のある産業の合計であり、不動産業など含ま

れていない産業もある。 
3 https://www.gartner.co.jp/ja/newsroom/press-releases/pr-20230227 

注：四捨五入しているため合計欄の値が個々の項目の合計値と異なる場合がある。 
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図表：ハードウェア投資（名目）の推移 

 

出所：OECD Stat 

 

図表：ソフトウェア投資（名目）の推移 

 

出所：OECD Stat 

 

 

2 節 ICT サービス及びコンテンツ・アプリケーション市場の動向 

2-1. 動画配信・音楽配信・電子書籍 

日本の 2023 年の動画配信市場は 5,740 億円（前年比 8.2％増）、音楽配信市場は 1,165 億

円（前年比 11.0％増）、電子書籍市場は 5,351 億円（前年比 6.7％増）となっており、いず

れの市場も成長が継続した。動画配信市場はコロナ前の 2019 年と比較するとほぼ倍まで拡

大している。音楽配信市場はストリーミングで視聴するサブスクリプション型の需要が拡

大しており、ダウンロードするユーザーは減少傾向にある。電子書籍市場は電子書籍や電子
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雑誌の市場規模は小さく、電子コミックが大部分を占め成長を牽引している。 

 

図表：日本の動画配信・音楽配信・電子書籍の市場規模の推移4 

  

出所：GEM Partners「動画配信（VOD）市場 5 年間予測（2024-2028 年）レポート」5、

一般社団法人日本レコード協会「統計情報」6、全国出版協会・出版科学研究所（2024）

「出版指標」7を基に作成 

 

2-2. SNS 市場 

世界のソーシャルメディア利用者数は、2023 年の 49 億人から 2028 年には 60 億 5,000

万人に増加すると予測されている。コミュニケーション用途だけではなく、動画コンテンツ

の視聴やライブコマースといった用途での利用が増えており、メタバース空間内でコミュ

ニケーションを図るメタバース SNS も若者を中心に普及しつつある。今後は、多種多様化

する SNS サービス間の連携や融合が進むものと予想される。 

 

 

 

 

 

                                                      
4 動画配信市場規模は、契約形態に関わらず、消費者が動画配信サービス事業者に支払った金額の総額 
5 https://gem-standard.com/columns/789 
6 https://www.riaj.or.jp/g/data/annual/dg_t.html 
7 https://shuppankagaku.com/wp/wp-

content/uploads/2024/01/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83
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図表：世界のソーシャルメディア利用者数8の予測 

 
出所：Statista9 

 

 日本のソーシャルメディア利用者数は、2023 年の 1 億 580 万人から 2028 年には 1 億

1,360 万人に増加すると予測されている。若者中心のコミュニケーション手段からあらゆる

年代におけるコミュニケーション手段へと変化しており、今後は緩やかな増加になると見

込まれる。Facebook や Instagram、X（旧 Twitter）などが依然として主流であるものの、

一定時間で投稿が消える、投稿時間が制限される、写真の加工や文章の追加が不可能など機

能面で主流サービスと差別化を図っているサービスも数多く登場している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
8 ソーシャルメディアサイトやアプリケーションを月 1 回以上利用する人 
9 https://www.statista.com/outlook/amo/advertising/social-media-advertising/worldwide 
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図表：日本のソーシャルメディア利用者数10の予測 

 

出所：Statista11 

 

2-3. メタバース市場 

世界のメタバース市場は、2022 年の 461 億ドルから 2030 年には 5,078 億ドルまで拡大

すると予測されている。内訳はメタバース内での e コマースが最も大きく、次いでゲーム、

ヘルス＆フィットネスとなっている。市場を牽引するのは、メタバースを楽しむためのハー

ドウェアではなく、主に消費者向けのメタバースサービスだと言える。ようやく立ち上がり

つつある市場は、10 年弱で約 10 倍にまで拡大すると見込まれており、5G や Beyond 5G の

ユースケースの一つとして大きな成長の可能性を秘めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
10 ソーシャルメディア・サイトやアプリケーションを定期的に（少なくとも月 1 回以上）利用する人数 
11 https://www.statista.com/statistics/278994/number-of-social-network-users-in-japan/ 
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図表：世界のメタバース市場規模の推移及び予測 

 

出所：Statista12 

 

 日本のメタバース市場（プラットフォーム、コンテンツ・インフラ等、XR 機器の合

計）については、2022 年度に 1,377 億円であり、2027 年度には 2 兆 59 億円まで拡大する

と予測されている。これまでのメタバースに対する熱狂的なブームは一段落し、地に足の

ついたビジネス展開が進むとみられる。市場という観点では、まず法人向け（展示会、研

修、小売等）市場でメタバースを次世代プラットフォームとして活用する企業が増え、人

材育成や関連機器・サービスの市場が形成され、その後消費者向けの市場が本格化すると

見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
12 https://www.statista.com/outlook/amo/metaverse/worldwide 
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図表：日本のメタバース市場規模（売上高）の推移及び予測 

 

出所：矢野経済研究所「メタバースの国内市場動向調査を実施（2023 年）」13 

 

 世界のメタバースサービスを利用するユーザー（月間アクティブユーザー）数は 2023 年

末に 6 億人を超えた。Web2 ベース（Roblox、Minecraft、Fortnite 等）、Web3 ベース（Axie 

infinity、Decentraland、The Sandbox 等）を区別すると、Web2 ベースのメタバースサービ

スが 5 億 9,760 万人で全体の 98.5％を占めている。また、アクセス手段としては VR デバ

イスではなく、ブラウザアクセスが大半を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
13 https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3333 
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図表：世界のメタバースサービスにおける月間アクティブユーザー数 

 

出所：KZero Worldswide14 

 

2-4. EC 市場 

世界の EC 市場の売上高は、引き続き増加傾向で推移し、2022 年には 5.72 兆ドル（前年

比 9.7％増）まで拡大すると予測されている。 

2022 年は、多くの国が新型コロナによる行動制限の規制を緩和したため、実店舗での買

い物ができるようになり、その結果、オンラインでの購入意欲は鈍化した。市場成長のペー

スが鈍化しつつも、引き続き増加することが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
14 https://kzero.io/2023/11/20/1714/ 
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図表：世界の e コマース売上高の推移と予測 

 

出所：Statista（eMarketer）15 

 

 国別の 2024 年から 2028 年までの EC 市場の年平均成長率は、米国やインドが高く、ブ

ラジル、中国、ロシアが続いている。日本や欧州各国（ドイツ、英国、フランス）は 6～8％

程度の成長が予測されている。 

 

図表：各国の EC 市場の年平均成長率（2024 年～2028 年） 

  

出所：Statista「Statista Digital Market Insights」16 

                                                      
15 https://www.statista.com/statistics/379046/worldwide-retail-e-commerce-sales/ 
16 https://www.statista.com/forecasts/220177/b2c-e-commerce-sales-cagr-forecast-for-selected-

countries 
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2-5. 電子決済市場 

電子決済は、現金ではなく電子的なデータの送受によって決済する方式のことであり、電

子マネーや QR コード決済などがある。サービスの利用者にとっては利便性の向上、提供者

にとっては業務効率化への貢献などのメリットがある。2023 年のモバイル決済（モバイル

ウォレット）での取引額は 3 兆 2,600 億ドルとなっており、2028 年にはほぼ倍の 6 兆 1,100

億ドルまで拡大すると予測されている。導入コストの低下や決済用途の拡大、ポイント付与

などのメリットによって更なる拡大が予想される。 

 

図表：世界のモバイル決済での取引額 

 

出所：Statista17 

 

各国のモバイル決済での取引額を比較すると、中国が圧倒的に大きく、2023 年時点で世

界全体のおよそ半分を占めている。ただ、今後各国で普及が進むにつれて中国の比率は徐々

に低下していくと見込まれる。日本は韓国や欧州各国と同程度の規模になっている。また、

人口の多いインドでは普及が進むものの、取引額の急拡大は予想されていない。 

 

 

 

 

                                                      
17 https://www.statista.com/outlook/dmo/fintech/digital-payments/mobile-pos-

payments/worldwide#transaction-value 
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図表：各国のモバイル決済での取引額 

 

出所：Statista18 

 

2023 年のモバイル決済の普及率は、中国が 38.3％と最も高く、次いでベトナム、韓国と

なっている。普及率が高い国はアジアが多く、日本は欧州各国や米国と同程度の 20.9％と

なっている。各国の文化や商習慣によってキャッシュレス決済の手段は多様化しており、政

府や金融機関等が国内の内情を踏まえた上で、キャッシュレス化を推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
18 https://www.statista.com/outlook/dmo/fintech/digital-payments/mobile-pos-

payments/worldwide#global-comparison 
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図表：各国のモバイル決済の普及率（2023 年）19 

 

出所：Statista20 

 

2-6. 検索サービス市場 

検索エンジン（デスクトップ）の世界市場は Google が高いシェアを誇っているものの、

近年は徐々に低下してきており、2023 年 12 月時点では 81.7％となっている。 

 一方、bing のシェアが拡大傾向であり、2023 年 12 月時点では 10.5％と二桁のシェアま

で拡大している。Microsoft 社のブラウザ「Edge」がデフォルトの検索エンジンとして bing

を設定しており、これも bing のシェア拡大に貢献していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
19 モバイルカードリーダー（端末）を使用する決済は含まれない。 
20 https://www.statista.com/forecasts/1256541/mobile-pos-payment-penetration-rate-by-country 
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図表：世界における検索エンジンのシェア（デスクトップ） 

 

出所：Statista（StatCounter）21 

 

 検索エンジン（モバイル）の世界市場は Google が非常に高いシェアを誇っており、2023

年 12 月時点では 95.5％となっている。他の検索エンジンはいずれも 3％未満で推移してお

り、モバイル端末からの検索では大多数のユーザーが Google を使っていることがわかる。 

 

図表：世界における検索エンジンのシェア（モバイル） 

 
出所：Statista（StatCounter）22 

 

 検索エンジン（タブレット）の世界市場でも Google が非常に高いシェアを誇っており、

2023 年 12 月時点では 91.3%となっている。次いで高いシェアなのが bing（2023 年 12 月

                                                      
21 https://www.statista.com/statistics/216573/worldwide-market-share-of-search-engines/ 
22 https://www.statista.com/statistics/1358006/worldwide-mobile-market-share-of-search-engines/ 
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時点で 4.8％）であり、Yahoo!のシェアは 2019 年以降低下している。Yahoo!から Google 等

への移行が進んでいることがわかる。 

 

図表：世界における検索エンジンのシェア（タブレット） 

 
出所：Statista（StatCounter）23 

 

 各国における検索エンジンの利用状況24を確認すると、日本、米国、ドイツでは Google が

最も利用されており、次いで Yahoo!や Bing となっている。中国では Baidu が最も利用さ

れているものの、Google や Bing を利用しているユーザーも 3 割程度存在する。また、日本

のユーザーは検索エンジンが Google と Yahoo!に限定されているのに近い状態であるのに

対して、諸外国では上位以外の検索エンジンを利用しているユーザーが一定程度存在して

いる。さらに、利用者のプライバシーの保護と利用履歴等を記録保存しないことを明言して

いる DuckDuckGo が米国、ドイツで 4 位となっており、一定の指示を集めていることが分

かる。DuckDuckGo は検索結果のパーソナライズを行わないため「フィルターバブル」に

陥らない点も指摘されている。 

 

図表：各国における検索エンジンの利用状況（2023 年 12 月時点） 

 

出所：Statista25データを基に作成 

                                                      
23 https://www.statista.com/statistics/1381622/worldwide-mobile-market-share-of-search-engines/ 
24 過去 4 週間に利用した検索エンジン（デバイスは問わない）を複数回答で尋ねた結果 
25 https://www.statista.com/topics/7644/search-engines-alternatives-to-google/#dossier-chapter2 
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2-7. AI 市場の動向 

 AI の社会実装が進んでおり、文章、画像、音声、動画などを AI が生成する、いわゆる生

成 AI が注目されている。世界の生成 AI 市場は、2023 年の 670 億ドルから 2032 年には 1

兆 3,040 億ドルと大幅な拡大が見込まれている。背景には、Google の Bard、OpenAI の

ChatGPT、Midjourney, Inc.の Midjourney など、近年の生成 AI ツールの爆発的な普及があ

る。生成 AI は文章だけではなく、画像、音声、動画など様々な種類のコンテンツ生成が可

能で、その応用範囲は広い。例えば、マーケティング、セールス、カスタマーサポート、デ

ータ分析、検索、教育、小説や法律等、多くの分野で活用されている。さらに、コンピュー

タプログラムやデザインの生成も可能であり、人手不足対策や生産性向上の目的でも利用

されている。 

 

図表：世界の生成 AI 市場規模の推移及び予測 

 

出所：Statista（Bloomberg）26 

 

 ただ、AI はまだ技術的に発展途上であり、ビジネスの基礎となる研究が世界各地で行わ

れている。AIRankings では、論文数などを基に研究をリードする国や企業・大学等が公表

されている。国別では、米国、中国、イギリス、ドイツ、カナダの順となっており、日本は

毎年 11～12 位となっている。 

 

 

 

                                                      
26 https://www.statista.com/statistics/1417151/generative-ai-revenue-worldwide/ 
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図表：国別 AI ランキング（Top15）の推移 

 

出所：AIRankings27を基に作成 

 

2-8. 広告市場の動向 

社会生活への ICT の普及を受けて広告市場におけるデジタル広告28の拡大が続いている。 

世界の広告費を媒体別にみると、2023 年にはデジタル広告が 4,155 億ドル（前年比 6.3％

増）となり、総広告費に占める割合も 57.7%まで拡大する見通しとなっている。その後も引

き続きデジタル広告が拡大し、2026 年には広告費全体の 6 割超まで増加すると見込まれる。

デジタル広告については、ソーシャルメディアやデジタルを含むディスプレイ広告、探索連

動型広告に加えて、小売事業者が展開するリテールメディアの拡大が成長を牽引すると見

込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
27 https://airankings.org/ 
28 デジタル広告については、オンライン上（動画、メール、アプリケーション内も含む）に掲載される広

告と定義する。 

2020年 2021年 2022年 2023年

1 米国 米国 米国 米国

2 中国 中国 中国 中国

3 イギリス イギリス イギリス イギリス

4 ドイツ ドイツ ドイツ ドイツ

5 カナダ カナダ カナダ カナダ

6 オーストラリア オーストラリア オーストラリア オーストラリア

7 韓国 韓国 韓国 シンガポール

8 シンガポール シンガポール シンガポール 韓国

9 スイス スイス スイス スイス

10 イスラエル イスラエル インド イスラエル

11 日本 日本 イスラエル 日本

12 スイス インド 日本 インド

13 オランダ オランダ イタリア オランダ

14 イタリア イタリア オランダ イタリア

15 フランス オーストリア デンマーク オーストリア
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図表：世界の媒体別広告費の推移及び予測 

 
出所：電通グループ「世界の広告費成長率予測（2023～2026）」（2023 年 12 月 13 日）を

基に作成 

 

 日本の広告市場は、2021 年に 6 兆 7,998 億円（前年比 10.4%増）と大きく増加し、2022

年 7 兆 1,021 億円（前年比 4.4％増）、2023 年 7 兆 3,167 億円（前年比 3.0%増）と引き続き

増加した。特に、インターネット広告が前年比 7.7％増と大きく増加し、全体を牽引した。

一方、テレビメディア広告、新聞広告は減少が継続した。 

インターネット広告については、2023 年に 3 兆 3,330 億円となり、2 年連続で 3 兆円を

超えた。検索連動型広告（検索サイトに入力した特定のワードに応じて、検索結果ページに

掲載する広告）やディスプレイ広告（サイトやアプリ上の広告枠に表示する画像、テキスト

などの形式の広告）が多くを占めるものの、近年拡大傾向だったインストリーム広告を中心

とした動画広告の需要も拡大した29。 

 

 

 

 

 

 

                                                      
29 https://www.dentsu.co.jp/news/release/2024/0312-010700.html 
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図表：日本の広告費の推移 

 

出所：電通「Knowledge & Data 2023 年 日本の広告費」30を基に作成 

 

 

3 節 プラットフォーマー 

3-1. 主要なサービス事業者の動向 

ICT 産業では、特に米国のデジタルプラットフォーマーの動向が注目されており、米国

Google、Amazon、Meta（旧 Facebook）、Apple、Microsoft の業績や取組について整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
30 https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/index.html 
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図表：米国の主要なプラットフォーマーなどの動向 

 

出所：公表資料を基に作成 

 

 Google の親会社である Alphabet の収益は、広告が約 8 割となっており、検索エンジン

や YouTube 関連の広告が収益のかなりの部分を占めている。また、クラウドサービスであ

る GCP（グーグル・クラウド・プラットフォーム）の収益も拡大しており、2023 年には約

11％となっている。直近では、生成 AI を検索エンジンの脅威と捉え、Google 検索と連動し

たチャット AI「Bard」を公開し、Gmail や YouTube、Google マップとの連携などを進めて

いる。2024 年 2 月にはサービス名称を「Gemini」に変更し、スマートフォン向けアプリや

有料プランなどサービスの強化を図っている。 

 

図表：Google の事業別売上高 

 
出所：Google 決算発表資料を基に作成 

 

Amazon の収益は、オンラインストアの割合が緩やかに縮小しており、2023 年には 40％

主要分野 企業 事業概括・領域 新たに注力している分野・ビジネス

広告・検索

Alphabet
（Google）

世界最大の検索エンジンサービスを提供しており、検
索広告を中心にクラウド、端末など巨大な経済圏を
展開

対話型AI「Gemini（旧称Bard）」をGoogle検
索やGmailやYouTubeなどと連携するなどAI技術
を活用したサービス強化を進めている。

電子商取引

Amazon
世界最大級のeコマース事業者で、クラウドサービス
（AWS）を中心に巨大な経済圏を展開

AWSでの生成AI関連サービス、買い物アシスタント
AIなど強みのある領域での生成AI活用を進めている。

SNS・アプリ

Meta（旧Facebook）
世界最大級のSNSサービスを提供しており、2021
年に社名をメタ・プラットフォームズに変更し、メタバー
ス事業への取組を推進

AIチャットボット「Meta AI」などSNSをはじめとした事
業全体に生成AIの展開を進めている。

通信機器・端末

Apple
世界最大のネット・デジタル家電の製造小売であり、
iPhoneなどの端末を核とした巨大な経済圏を展開

iPhoneを中核に据えたビジネスを拡大しており、MR
ヘッドセット「Apple Vision Pro」がXR市場を活性
化させるかどうか今後の動向が注目される。

端末・クラウド

Microsoft
世界最大級のソフトウェアベンダーであり、Windows
やOfficeなどのソフトウェアやクラウドサービスを中心に
巨大な経済圏を展開

OpenAI社とパートナーシップを拡大するなど生成AI
の活用に力を入れており、様々な場面における生成
AIサービスの導入を狙っている。
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となった。一方、広告サービスやクラウドサービス（AWS）の割合は徐々に拡大し、事業の

多角化が進んでいる。ただ、クラウドサービスのシェアは Microsoft Azure に追い上げられ

ており、AWS での生成 AI アプリケーション開発サービス「Amazon Bedrock」、生成 AI ア

シスタント「Amazon Q」をはじめとして生成 AI 関連の取組を強化している。また、2024

年 2 月には、アマゾンのモバイル向けショッピングアプリで利用できる生成型 AI チャット

ボット「Rufus」を発表した。生成 AI を使った買い物アシスタントであり、コマース×生成

AI による今後の展開が注目される。 

 

図表：Amazon の事業別売上高 

 

出所：Amazon 決算発表資料を基に作成 

 

Meta（旧 Facebook）は、SNS サービスである Fecebook に加えて、2012 年に Instagram

を買収、2014 年に WhatsApp を買収し、世界最大級の SNS 事業者となっている。収益のほ

ぼすべてを広告に依存しており、直近でもその傾向は変わっていない。2023 年 9 月には AI

チャットボット「Meta AI」など 5 つの AI サービス・機能を発表し、SNS など事業全体に

生成 AI を展開する方針となっている。2021 年には社名をメタ・プラットフォームズに変更

し、メタバース事業を中心とした XR 領域にも注力しており、広告以外の新たな収益源に育

つかどうか注目される。 
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図表：Meta（旧 Facebook）の事業別売上高 

 

出所：Meta 決算発表資料を基に作成 

 

 Apple の収益は、iPhone が約半分を占めており、この 2 年で収益構造はほとんど変わ

っていない。iPhone を中核に据え、様々な情報と機能を集約して活用する方向性を示して

いる。2024 年 2 月には MR ヘッドセット「Apple Vision Pro」を発売し、次世代デバイス

として今後の動向が注目される。生成 AI については、GAFAM の中で唯一具体的な動きが

なく、生成 AI やメタバース、XR ソリューションを快適に利用するためのデバイス開発に

注力していることがうかがえる。 

 

図表：Apple の事業別売上高 

 

出所：Apple 決算発表資料を基に作成 

 

Microsoft の収益は、Windows サーバや Azure などサーバ製品及びクラウドサービスの

割合が最も大きく、次いで Microsoft 365 や Teams などのオフィス製品、クラウドサービ

スとなっている。クラウド事業が好調であり、収益に占める割合も拡大している。生成 AI

については、ChatGPT を提供する OpenAI 社と連携した取り組みを進めており、Word、

Excel、PowerPoint などで利用できる「Microsoft Copilot for Microsoft 365」、ブラウザ

広告

97%

その他

3%

収益

1,166億ドル

2022年 2023年

広告

98%

その他

2%

収益

1,349億ドル

iPhone
52%

Mac
10%

iPad
7%

ウェアラブル、ホー

ムアクセサリー

11%

サービス

20%

収益

3,943億ドル

2022年 2023年

iPhone
52%

Mac
8%

iPad
7%

ウェアラブル、ホー

ムアクセサリー

11%

サービス

22%

収益

3,833億ドル



26 

 

Edge をサポートする「Copilot」、検索エンジン Bing をサポートする「Bing Copilot」など

様々なサービスに導入している。これらの普及によって様々な場面で生成 AI を利用する

機会が増えるものと想像される。 

 

図表：Microsoft の事業別売上高 

 

出所：Microsoft 決算発表資料を基に作成 

 

3-2. プラットフォームレイヤーの国際競争力 

世界を代表する米中の主なプラットフォーマー等の売上高31の推移を確認すると、多くの

企業は引き続き売上高が拡大しているものの、Apple は減収に転じた。品質が向上したこと

でハードウェアはライフサイクルが長くなっていることに加え、インフレが進行したこと

で高額製品の買い控えも影響したと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
31 中国企業については、各年の平均レートを用いてドルに変換している。 
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図表：各国プラットフォーマーの売上高 

 

出所：Statista データを基に作成 

 

また、ICT 関連市場における主要プレイヤーを時価総額に基づいて整理すると、2024 年

には Microsoft が Apple を抜き首位となった。Microsoft は米 Open AI 社と提携して AI 戦

略を加速しており、生成 AI 需要への期待が背景にある。また NVIDIA も 3 位に躍進してお

り、好調な業績に加えて生成 AI 需要を見越した半導体関連の需要拡大が好感されている。

半導体関連では、Taiwan Semiconductor Manufacturing、Broadcom、Advanced Micro 

Devices(AMD)も上位 15 位に入っており、半導体関連を手掛ける企業が株式市場での評価

を向上させている。 
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図表：ICT 市場における時価総額上位 15 社 

 

出所：Wright Investors' Service, Inc より取得 

（2023 年は 2023 年 3 月 31 日時点、2024 年は 2024 年 3 月 27 日時点） 

 

 

4 節 クラウドサービス及びデータセンター市場の動向 

4-1. クラウドサービス市場の動向 

世界のパブリッククラウドサービスへの支出額は 2023 年に 5,636 億ドルまで増加すると

見込まれている。要因としては、ビジネスを展開する上でクラウドが不可欠なものになって

いることに加え、生成 AI を中心とした新技術の普及が挙げられる。生成 AI については、

多様な業種への適用が考えられるものの、規模や特性に応じてカスタマイズ（アルゴリズム、

コスト、主権、プライバシー、持続可能性等）が必要となるため、効果的に導入するために

はクラウドサービスの活用が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

社名 主な業態 所在国 時価総額（億ドル）

Microsoft クラウドサービス 米国 31,420

Apple
ハード、ソフト、
サービス

米国 26,380

NVIDIA 半導体 米国 23,750

Amazon.com
クラウドサービス、
eコマース

米国 18,670

Alphabet/Google 検索エンジン 米国 18,660

Meta 
Platforms/Faceb
ook

SNS 米国 12,820

Taiwan 
Semiconductor 
Manufacturing

半導体 台湾 6,350

Broadcom ハード、半導体 米国 6,260

Visa 決済 米国 5,650

Mastercard 決済 米国 4,440

Samsung 
Electronics

ハード 韓国 3,960

Oracle クラウドサービス 米国 3,470

Tencent SNS 中国 3,440

Salesforce クラウドサービス 米国 2,970

Advanced Micro 
Devices(AMD)

半導体 米国 2,890

2023年 2024年
社名 主な業態 所在国 時価総額（億ドル）

Apple ハード、ソフト、
サービス

米国 25,470

Microsoft クラウドサービス 米国 20,890

Alphabet/Google 検索エンジン 米国 13,030

Amazon.com クラウドサービス、
eコマース

米国 10,270

NVIDIA 半導体 米国 6,650

Meta Platforms/
Facebook

SNS 米国 5,370

Tencent SNS 中国 4,690

Visa 決済 米国 4,600

Taiwan 
Semiconductor 
Manufacturing

半導体 台湾 4,530

Mastercard 決済 米国 3,440

Samsung 
Electronics

ハード 韓国 3,280

Broadcom ハード、半導体 米国 2,610

Alibaba eコマース 中国 2,570

Oracle クラウドサービス 米国 2,450

Cisco Systems ハード、セキュリ
ティ

米国 2,100
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図表：世界のパブリッククラウドサービス市場規模（支出額）の推移及び予測 

 
出所：Statista（Gartner）32 

 

世界のクラウドインフラサービス33への支出額のシェアは引き続き Amazon、Microsoft、

Google の順に大きく、3 社で 7 割近いシェアを占めている。2023 年 Q4 時点で Amazon は

およそ 31%、Microsoft は 24％、Google は 11%となっており、近年は Microsoft と Google

のシェア拡大が目立っている。市場は依然として寡占化が進んでおり、大手 3 社以外のク

ラウドプロバイダーは、特定の領域に焦点を当てたり、大手 3 社などとの連携を図ること

によって市場獲得を狙うことが重要だと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
32 https://www.statista.com/statistics/273818/global-revenue-generated-with-cloud-computing-since-
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33 IaaS、PaaS、ホスティング型プライベートクラウドの合計 
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図表：世界のクラウドインフラサービス市場規模（支出額）シェアの推移 

 

出所：Synergy「Cloud Market Gets its Mojo Back; AI Helps Push Q4 Increase in Cloud 

Spending to New Highs」34 

 

 また、Gartner は、2024 年に向けて日本企業が押さえておくべきクラウド・コンピュー

ティングのトレンドとして 11 のキーワードを挙げている。その中で、クラウドがオプショ

ンではなく必須要件となっていることを挙げ、すべての企業や組織がクラウドを使いこな

し、次のステージに向けてリテラシーを加速度的に高める必要があると述べている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
34 https://www.srgresearch.com/articles/cloud-market-gets-its-mojo-back-q4-increase-in-cloud-

spending-reaches-new-highs 
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図表：クラウド・コンピューティングのトレンド 

 

出所：Gartner 資料を基に作成35 

 

4-2. データセンター市場の動向 

世界のデータセンターシステムの市場規模（支出額）は、2020 年に新型コロナによる工

事の延期やサプライチェーンの混乱などが影響して減少に転じたものの、その後は増加傾

向で推移しており、2023 年に 34.1 兆円（前年比 14.4％増）となり、2024 年には 36.7 兆円

まで拡大すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
35 https://www.gartner.co.jp/ja/newsroom/press-releases/pr-20231115-cloud 

2026年問題 クラウドが誕生して20年になる2026年には、変化に対応できない企業は、ますます時代に取り残され、企業としての競争力
の低下、企業自体の存続の危機につながる可能性

クラウドの正しい理解 クラウドとは「スケーラブルかつ弾力性のあるITによる能力を、インターネット技術を利用し、サービスとして企業外もしくは企業内
の顧客に提供するコンピューティング・スタイル」であり、クラウドに適したITの導入・運用スタイルに変えていく必要がある

コスト最適化 クラウド・インテグレーションは、フルカスタムで要件ファーストのSIとは異なり、ベンダーが作った標準に業務を合わせる「Fit to 
Standard」のアプローチが原則となる

ハイブリッド・クラウド／Newオンプ
レミス／オンプレ回帰

重要なことは『オンプレ対クラウド』の議論ではなく、企業として時代の変化に対応できるようなスタイル・チェンジができるかどうか

マルチクラウド マルチクラウドは、クラウド・プロバイダーによるロックインのリスクを低減する可能性が期待されており、特定のユースケースに最適
な機能を提供するほか、俊敏性、スケーラビリティ、弾力性、サービスの復元力と移行の機会をもたらす

サービス・ファクトリ 企業は、サービス・ファクトリ（クラウド・ネイティブを中心とする多様なテクノロジや方法論を包括し、アプリケーションやインフラを
サービスとして提供するための、いわゆる「サービス・デリバリ」フレームワーク）を新たなビジネスの基盤として捉え、自動化を積極
的に進めることで、ビジネスを段階的にスケールできるようになる

生成AI 多くの企業が生成AIを積極的に試行し始めており、大規模AIスーパーコンピュータの開発や大規模言語モデル (LLM) 開発
用途、自社データへの生成AI機能の組み込みなど、クラウド・コンピューティングにおける取り組みも進化している

ハイパースケーラーのトレンド 2024年は、日本でもハイパースケーラーによるサービスの導入事例がさらに増えるとみられ、ハイパースケーラー各社の戦略や
取り組みの違いなどのトレンドを引き続き注目すべき

ソブリン・クラウド 日本では、デジタル化の加速に向けて政府が米国ハイパースケーラーを採用する一方、国内産業育成やデジタル主権の在り
方についても議論されている。今後も各社の取り組みや規制の強化などの動向を継続的に注視していく必要がある

クラウド人材・組織 2030年に向けて、テクノロジを駆使できる企業とそうでない企業の二極化が進む。テクノロジを駆使できる企業に進化していく
には、生成AIなどのテクノロジーを駆使できる実行力を獲得する必要があり、そのためには新たな人材が重要となる

クラウド戦略 クラウド戦略の推進には、企業自らクラウドを使いこなせるスキル、マインドセット、スタイルを高めた人材が、テクノロジーを駆使
して、新しいビジネス・アーキテクチャの構築や次世代サービス・ファクトリを実践して、ビジネスをスケールさせることが重要
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図表：世界のデータセンターシステム市場規模（支出額）の推移及び予測 

 

出所：Statista（Gartner）36 

 

世界各国のデータセンター数は、米国が圧倒的に多く、2024 年 3 月時点で 5,381 となっ

ている。欧州各国（ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、イタリア、ポーランド、スペ

イン）を合計しても約 2,100 であり、いかに米国に集中しているかが分かる。日本は 219 と

米国の 5％にも満たない数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
36 https://www.statista.com/statistics/268938/global-it-spending-by-segment/ 
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図表：国別のデータセンター数（2024 年 3 月時点）

 

出所：Statista（Cloudscene）37 

 

 また、データセンター市場の新規需要の大部分を「ハイパースケーラー」と呼ばれる大手

クラウド事業者等が占める状態が続いており、今後もその傾向は続くものとみられる。また、

ハイパースケーラーは電力効率や高付加価値化の観点などからハイパースケール（大規模）

なデータセンターを志向することが多く、ハイパースケールデータセンターのキャパシテ

ィが占める割合が引き続き増加するとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
37 https://www.statista.com/statistics/1228433/data-centers-worldwide-by-country/ 

5,381
521
514

449
336
315
307
297
251
219
170
168
163
152
144
143
122

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

米国

ドイツ

イギリス

中国

カナダ

フランス

オーストラリア

オランダ

ロシア

日本

メキシコ

イタリア

ブラジル

インド

ポーランド

スペイン

香港



34 

 

図表：データセンターのキャパシティ 

 

出所：Synergy38 

 

4-3. エッジコンピューティング市場の動向 

 世界のエッジコンピューティングの市場規模は、2023 年に 2,080 億ドル、2026 年には

3,170 億ドルまで拡大すると予測されている。主なユースケースとして、スマートファクト

リー、機械やロボットの遠隔操作、高精細映像伝送、AR/VR による仮想空間サービス、自

動運転、ゲームやメタバースなどが想定され、エッジコンピューティングのメリットである

低遅延を考えると製造業、建設業などにおける遠隔操作での利用が多いものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
38 https://www.srgresearch.com/articles/on-premise-data-center-capacity-being-increasingly-dwarfed-

by-hyperscalers-and-colocation-companies 
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図表：世界のエッジコンピューティング市場規模（収益）の推移及び予測 

 

出所：Statista（IDC）39 

 

 エッジコンピューティングは低遅延化などのメリットがあるものの、規模や処理能力に

限界がありコスト増にも繋がるため、すべての用途でエッジコンピューティングを利用す

るのではなく、用途を限定して利用することが一般的である。これは、エッジコンピューテ

ィングがクラウドを置き換えるのではなく、クラウド活用の新たな用途とも言える。そのた

め、エッジコンピューティングの普及は、新たな用途としてのクラウド活用を促すことも想

定される。 

 

 

5 節 通信サービス市場の動向 

通信サービス市場では、固定・移動通信サービスに関わる事業を対象とし、同サービスを

提供するための機器市場については対象としない。 

 

5-1. 国内外の通信市場の動向 

5-1-1. 固定・移動通信サービス  

固定ブロードバンドサービスの契約数40は、いずれのエリアも 2005 年以降増加傾向にあ

                                                      
39 https://www.statista.com/statistics/1175706/worldwide-edge-computing-market-revenue/ 
40 ITU 統計。https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx 

Fixed-broadband subscriptions を掲載。固定ブロードバンドとは上り回線又は下り回線の何れか又は

両方で 256kbps 以上の通信速度を提供する高速回線を指す。高速回線には、ケーブルモデム、DSL、

光ファイバー及び衛星通信、固定無線アクセス、WiMAX等が含まれ、移動体網（セルラー方式）を利

用したデータ通信の加入者数は含まれない。CIS（Commonwealth of Independent States)1991 年 12

月、ソビエト連邦の消滅とともに連邦を構成していた諸共和国が形成した共同体。独立国家共同体。 
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る（下図表）。特にアジア太平洋は 2015 年以降大幅に増加しており、2023 年には 84.8 億人

と 80 億人を超えている。次に、契約者数の多い順にアメリカ（2 億 6,900 万）、欧州（2 億

5,000 万）、CIS（5,700 万）、アラブ States（5,500 万）、アフリカ（900 万）となっており、

アフリカはその水準が最も低い。 

 

図表：固定ブロードバンド契約者数の推移（エリア別） 

 

出所：ITU41 

 

2005 年から 2023 年のエリア別のブロードバンド契約者数の年平均成長率をみると、ア

ジア太平洋は 2015 年以降大幅に増加しており、その年平均成長率は 14.0％である。契約

者数が 2 番目に多いアメリカは年平均成長率が 8.1％、3 番目に多い欧州は同 7.7％となっ

ている。年平均成長率で最も高いのは、アラブ（25.0％）、次にアフリカ（23.7％）、CIS

（22.0％）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
41 https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx 
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 図表：エリア別固定ブロードバンド契約者数の 2005 年から 2023 年の年平均成長率 

 

出所：ITU 

 

OECD によると、我が国の固定系ブロードバンドに占める光ファイバーの割合は世界ト

ップレベルであり（韓国は 88.0％、日本は 84.8％。OECD 平均 37.7％)、我が国のデジタ

ルインフラは国際的にみても普及が進んでいる。 

 

図表 固定系ブロードバンドに占める光ファイバーの割合 

 

出所：OECD42 

                                                      
42 OECD統計。https://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics/ 

 OECD Fixed broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2022 を掲

載。 
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次に携帯電話の契約数の 2005 年から 2023 年の推移をみる。エリア別でみると増加傾向

であり、最も多いのはアジア太平洋であり、2023 年時点で 49 億 3,900 万である。 

 

図表：主要国の携帯電話の加入者数の推移 

 

出所：ITU43 

 

 携帯電話契約者数の 2005 年から 2023 年の年平均成長率については、最も多いのはアジ

ア太平洋で 10.4％である。契約者数の多い順に、アメリカ（年平均成長率は 5.2％）、アフ

リカ（同 15.0％）、欧州（同 2.1％）、アラブ（同 10.2％）、CIS（同 5.7％）であり、アフリ

カが最も急速に携帯電話契約者数が拡大したことになる。なお、人口 100 人あたりの携帯

電話契約者数は、2023 年に CIS149、欧州 123、アジア太平洋 112、南北アメリカ 110、ア

ラブ 103、アフリカ 92 となっており、CIS が最も多い。 

 

 

 

 

                                                      

定義:Fibre subscriptions data includes FTTH, FTTP and FTTB and excludes FTTC and FTTN. 
43 ITU 統計。https://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx 

Mobile-cellular subscriptions を掲載。 

(注) 契約数には、ポストペイド型契約及びプリペイド型契約の契約数が含まれる。ただし、プリペイド

型契約の場合は、一定期間（3 か月など）利用した場合のみ含まれる。データカード、USB モデム経由

は、含まれない。 

CIS（Commonwealth of Independent States)1991 年 12 月、ソビエト連邦の消滅とともに連邦を構成

していた諸共和国が形成した共同体。独立国家共同体。 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

Africa 87 129 174 246 299 366 441 510 581 644 714 714 725 780 835 895 944 1,021 1,080

Americas 459 553 649 741 809 881 952 995 1,043 1,093 1,052 1,056 1,044 1,049 1,048 1,045 1,098 1,114 1,140

Arab States 84 125 174 213 264 312 352 382 408 415 419 417 417 417 428 433 454 472 488

Asia-Pacific 833 1,074 1,398 1,773 2,164 2,625 3,029 3,234 3,463 3,681 3,778 4,094 4,335 4,497 4,705 4,703 4,774 4,788 4,939

CIS 135 177 209 254 297 318 300 306 319 323 325 329 331 329 351 347 357 353 364

Europe 581 661 735 771 771 761 783 800 814 809 809 808 812 809 814 811 827 834 843

 -
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 2,000

 3,000

 4,000

 5,000

 6,000
携帯電話契約者数の推移（エリア別）（100万人）
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図表：エリア別携帯電話契約者数の 2005 年から 2023 年の年平均成長率 

 

出所：ITU を基に作成 

 

5-1-2. 主要国別の主要事業者の動向 

主要国の主要事業者のミリ波 5G、ローカル 5G、ネットワークスライシング、RAN、O-

RAN、vRAN に関する主な動向を取り上げ、ネットワーク市場の潮流を捉える。 

 

■ミリ波 5G 

韓国では、Stage X という現地のコンソーシアムが 28GHz 帯（ミリ波）の免許をオーク

ションにおいて 4,301 億ウォン（約 480 億円）で落札し、韓国で 4 番目の携帯通信事業者

となった。Stage X は、現地テクノロジー大手カカオ傘下の MVNO である Stage Five、新

韓投資証券、通信アンテナ大手の Intellian Technologies などの企業が結成したコンソーシ

アムである。免許取得の条件としては、最初の 3 年間で全国に 6,000 カ所の基地局を設置

し、周波数の輻輳や干渉に対処するための様々な対策を実施することになっている。Stage 

X は今後、アップルやグーグルのほか、サムスンとも協力しながら 5G ミリ波対応端末を提

供していく計画である44。 

また、端末の観点からみると、「iPhone 15」シリーズの米国モデルのみが 5G のミリ波に

対応している45。 

 

■ローカル 5G 

インドでは、自動車部品製造工場で鋳造のための機械であるダイカストマシンとタブレ

                                                      
44 https://wirelesswire.jp/2024/02/86024/ 
45 https://getnavi.jp/digital/903048/ 
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ットの管理ツールとのリアルタイム通信に当初 Wi-Fi を使用していたが、十分なセキュリ

ティを担保できなかったことに加え、リアルタイム通信を行うことが難しいという課題が

あった。このためプライベート 5G を導入したところ、SIM 認証でセキュリティが強化され

るとともに、より低遅延でのリアルタイム通信が可能になった。 

米ラスベガスのゴルフコースは、ライブカメラによるビデオストリーミングに Wi-Fi を

使用していたが、全長約 6k ㎡あるコース全体をカバーするには大量のアクセスポイントを

設置しなければならず、しかも Wi-Fi ではストリーミングの品質が安定しなかったことか

ら、プライベート 5G に移行した。 

ドイツでは、10k ㎡の敷地をプライベート 5G でカバーしたオープンキャンパスで、ドロ

ーン撮影や 5G 内蔵カメラによる番組作成、スポーツ中継など様々な映像アプリケーション

の創出に向けた取り組みが行われている。 

スペインでは、バレンシアにあるフォードのアルムサフェス工場にローカル 5G（SA 方

式）網を導入し、自社やサプライヤーの生産プロセスの最適化に活用される。同工場におけ

る部品や機能、ソフトウェアの早期検証が可能になる。具体的には、ボーダフォン・ネット

ワークのエッジで画像や動画を処理して情報収集することで、遅延が短縮され、問題が見付

かった場合により迅速に組立ラインを停止できるようになる。また、5G を活用した無線測

位システム（RPS）によって、サプライヤーから工場、最終組立ラインに移動する部品の場

所・温度・湿度などのトラッキングも実現する46。 

これらの事例より、プライベート 5G 導入のメリットとしては、セキュリティの担保、リ

アルタイム通信、広域エリアの 3 点が挙げられている47。 

 

図表：主要国でのローカル 5G の利用事例 

国名 利用事業者 ローカル 5G 導入前 ローカル 5G（プライベート 5G）による

課題解決 

インド 自動車部品

製造工場 

鋳造のための機械で

あるダイカストマシ

ンとタブレットの管

理ツールとのリアル

タイム通信に当初

Wi-Fi を使用。 

プライベート 5G により、SIM 認証でセ

キュリティが強化されるとともに、より

低遅延でのリアルタイム通信が可能に

なった。 

米国 ゴルフ場 ラスベガスのゴルフ

コースでは、ライブカ

メラによるビデオス

トリーミングに Wi-

プライベート 5G により、大量のアクセ

スポイントを不要としてストリーミン

グの品質が安定した。 

                                                      
46 https://wirelesswire.jp/2024/01/85878/ 
47 https://businessnetwork.jp/article/17630/ 
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Fi を使用。 

ドイツ 大学 

― 

10k ㎡の敷地をプライベート 5G でカバ

ーしたオープンキャンパスで、ドローン

撮影や 5G 内蔵カメラによる番組作成、

スポーツ中継など様々な映像アプリケ

ーションの創出を行っている。 

スペイ

ン 

自動車工場 

― 

フォードのアルムサフェス工場にロー

カル 5G（SA 方式）網を導入し、自社や

サプライヤーの生産プロセスの最適化

に活用。ボーダフォン・ネットワークの

エッジで画像や動画を処理して情報収

集することで、遅延が短縮され、問題が

見付かった場合により迅速に組立ライ

ンを停止できるようになる。 

 

■ネットワークスライシング 

 NTT ドコモ、NTT コミュニケーションズ、NEC と Sandvice は、ハイブリッドクラウド

構成で構築した 5G コアネットワークと、5G SA の商用無線基地局を利用し、エリアや時間

を指定してネットワークスライスを提供する技術の実証実験に成功したと 2024年 1月に発

表した。ハイブリッドクラウド構成とは、ドコモがサービスを提供している 5G と、パブリ

ッククラウド上に構築した実験環境 5GC を連携した 5G コアネットワークである。エリア

や時間を指定してネットワークスライスを提供する技術により、イベント会場や災害地域

など通信トラヒックが集中するスポットで、日時を指定して最適なネットワークを提供で

きる48。 

 

■RAN、O-RAN、vRAN 

 異なるメーカーの機器を組み合わせて携帯電話の通信網を構築するオープン RAN の動

向を取りあげる。国内では NTT ドコモと NEC が 2024 年 2 月に、「オープン RAN」の海

外展開に向けた新会社「OREX SAI（オレックス サイ）」（本社は川崎市）を立ち上げる

と発表した。NEC が 50 の国・地域に持つ事業基盤を生かして海外でのサービス体制を整

え、早期展開につなげる。資本金（資本準備金を含む）は 160 億円で、出資比率はドコモ

が 66%、NEC が 34%となり、4 月 1 日から事業を始める。ドコモのオープンランは通信

網の構築から運用支援、保守までまとめて提供する。東南アジアなど海外の通信会社への

提供を通じ、2025 年度に 100 億円の売上高を目指している49。 

                                                      
48 https://www.ntt.com/about-us/press-releases/news/article/2024/0115.html 
49 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC264VU0W4A220C2000000/ 
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 また、楽天は、傘下の楽天シンフォニーが完全仮想化ネットワークを海外キャリアに展

開している。具体的には、ドイツで MVNO から MNO に転じた新興キャリアの「1&1」

に提供している。楽天シンフォニーは、MWC に合わせてウクライナの通信最大手

「Kyivstar（キーウスター）」に同社の Open RAN 技術を導入することで基本合意したと

発表した。加えてフィリピンの通信事業者「Now Telecom（ナウ・テレコム）」とも、5G 

Open RAN の試験運用に関する覚書を締結している50。 

 

5-1-3. トピック 

■モバイル・インターネット・トラヒックの動向 

 エリクソンによると、モバイルネットワークデータトラヒックは増加傾向にある。足元で

は、2022 年第 3 四半期から 2023 年第 3 四半期にかけて 33%増加した。 

 

図表：全世界のモバイルネットワークデータトラヒックと前年比増加率（EB／月） 

  

（注）エリクソンによるトラヒック測定（2023 年第 3 四半期）注：モバイルネットワークデータトラヒッ

クには、固定無線アクセス（FWA）サービスで生成されたトラヒックも含まれる。 

出所：Ericsson51 

                                                      
50 https://www.itmedia.co.jp/mobile/articles/2403/05/news088_2.html 
51 https://www.ericsson.com/4aff5d/assets/local/about-ericsson/company-

facts/wordwide/japan/doc/202311.pdf 
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モバイルトラヒック（デスクトップ、タブレット端末を除く）の世界のウェブトラヒック

に占める割合は、2015 年 Q1 の 31.16％から 2023 年 3Q には 58.67％と上昇傾向にある。

モバイル回線の高速化、モバイル端末の高機能化を背景にモバイル端末を用いたトラヒッ

クの割合が増している。 

 

図表：グローバルなウェブトラヒックに占めるモバイルトラヒックのシェア(2015-2023) 

 

出所：Statista 

 

 今後もモバイルデータトラヒックの見通しについては、2022 年から 2027 年にかけて増

加傾向にあり、その後伸びが鈍化すると予測されている。 

 

図表：2022 年～2029 年のモバイルデータトラヒックの年間純増量の予測

 
出所：Ericsson52 

                                                      
52 https://www.ericsson.com/4aff5d/assets/local/about-ericsson/company-

facts/wordwide/japan/doc/202311.pdf 
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 スマートフォン 1 台当たりのモバイルデータトラヒックの推移見通しは、どのエリアで

も増加傾向であるが、その伸び率はエリアにより異なる。北米は、無制限のデータプラン

と 5G ネットワークのカバレッジと容量の向上により 5G の新規加入者がますます増える

ため、2029 年には 66GB に達すると予想されている。ゲーム、XR、動画ベースのアプリ

の普及に合わせてデータトラヒックは大幅に増加すると予想されている。 

 

図表：スマートフォン 1 台あたりのモバイルデータトラヒック（GB／月）

 

出所：Ericsson53 

 

 

6 節 ICT 機器・端末市場の動向 

6-1. 国内外の情報端末市場の動向 

 日本の情報端末の生産額は、2017 年まで減少傾向であったが、2018 年以降増加に転じた

後 2020 年から再び減少したが、2023 年で増加に転じ 1 兆 385 億円54となった。内訳をみる

と、携帯電話・PHS55が 2010 年代中盤までは大きかったが、その後縮小し、現在はデスク

                                                      
53 https://www.ericsson.com/4aff5d/assets/local/about-ericsson/company-

facts/wordwide/japan/doc/202311.pdf 
54 前年比 7.7％減となっているが、携帯電話・PHS の金額が計算できなくなり、ゼロとなったことが影

響している。 
55 2019 年以降は、携帯電話・PHS の生産額は非公表となったため、無線通信機器（衛星通信装置を含

む）から放送装置、固定通信装置（衛星・地上系）、その他の陸上移動通信装置、海上・航空移動通信

装置、基地局通信装置、その他の無線通信装置、無線応用装置を引いた値を使用している。2022 年は

無線通信機器（衛星通信装置を含む）の生産額が非公表となったためゼロとなっている。 
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トップ型 PC、ノート型 PC、情報端末56が中心となっている。 

 デスクトップ型 PC とノート型 PC は 2016 年まで減少トレンドだったが、その後増加に

転じた。2020 年で再び減少に転じた後は増減の波があり、2023 年では双方ともに増加とな

った。情報端末は 2020 年まで減少傾向だったが、2021 年以降は増加に転じた。 

 

図表：日本の情報端末生産額の推移 

 

出所：経済産業省「生産動態統計調査機械統計編」 

 

6-2. 国内外のネットワーク機器市場の動向 

日本のネットワーク機器の生産額は、2000年代前半から減少傾向で推移していたが、2018

年以降緩やかに増加した後、2021 年に再び減少に転じ、2023 年は 6,261 億円となった57。

内訳をみると、固定電話から携帯電話・IP 電話への移行に伴って電話応用装置58、交換機等

が縮小しており、現在は無線応用装置59とその他の無線通信機器60が大きい。 

基地局通信装置は増減の波が大きく、4G 向けの投資が一巡した 2016 年以降は低迷が続

いていたが、2020 年から増加に転じた後 2022 年で再び減少に念じた。IP 通信に使用され

                                                      
56 外部記憶装置、プリンタ、モニター等。情報キオスク端末装置は非公表の年があるため、それを除いた

値を使用。 
57 前年比 6.0％減となっているが、その他の陸上移動通信装置（その他の無線通信機器の内数）の生産額

が 2023 年から非公表となりゼロとなったことが影響している。 
58 ボタン電話装置、インターホン。 
59 船舶用・航空用レーダー、無線位置測定装置、テレメータ・テレコントロール等。 
60 衛星系・地上系固定通信装置、船舶用・航空機用通信装置、トランシーバ等。 
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るネットワーク接続機器61は 2019 年から増加に転じたが、2021 年～2022 年は減少した後

2023 年で増加に転じた。 

搬送装置62は 2019 年から主にデジタル伝送装置が寄与して増加したが、2021 年から減少

に転じ、2023 年で再び増加した。交換機は 2000 年代前半に大きく減少し、その後も減少が

続いている。無線応用装置63とその他の無線通信機器64は多少の増減の波があるものの、比

較的高い水準を保っている。無線応用装置は 2022 年で大きく減少した後 2023 年で増加し

たが、2021 年以前と比べると低水準となっている。 

 

図表：日本のネットワーク機器生産額の推移 

 

出所：経済産業省「生産動態統計調査機械統計編」 

 

6-3. 国内外の機器・端末レイヤーの輸入額・輸出額の推移 

世界各国の輸出入額を UNCTAD「UNCTAD STAT」の 2000 年以降のデータで確認す

ると、ICT 機器65の輸出額は、中国が急激に増加しているが 2022 年で減少に転じた。2021

年は新型コロナの影響によるデジタル化へのシフトが各国で進展した影響で増加したが、

                                                      
61 ルータ、ハブ、ゲートウェイ等。 
62 デジタル伝送装置、電力線搬送装置、CATV 搬送装置、光伝送装置等。 
63 船舶用・航空用レーダー、無線位置測定装置、テレメータ・テレコントロール等。 
64 衛星系・地上系固定通信装置、船舶用・航空機用通信装置、トランシーバ等。2023 年からトランシー

バ等を含むその他の陸上移動通信装置が非公表となった。 

65 電子計算機、通信機、消費者向けの電気機器、電子部品等。 
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2022 年は日本、ドイツ、中国で反動がみられた。米国と日本は、2000 年代初頭に減少した

後で増加に転じ、2009 年に再び減少するまでは同じような推移だったが、2010 年以降米国

が高い水準を保った一方、日本は減少トレンドとなった。ドイツは増減の波があるものの、

2022 年では 2000 年代初頭よりも輸出額が増えている。フィンランドは 2009 年に減少した

後、低迷が続いている。 

 

図表：各国の ICT 機器の輸出額の推移 

 

出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 

 

一方、輸入額は中国、米国の増加が顕著である。特に 2021 年は新型コロナの影響による

デジタル化へのシフトが各国で進展した影響で双方とも大きく増加した。2022 年は米国が

増加したが、日本、中国、ドイツ、フィンランドは減少した。日本は 2013 年でドイツを下

回った後は低迷しており、中国、米国との差が開いている。ドイツは日本よりやや高い水準

を保っている。フィンランドは 2000 年代後半で増加したものの、その後は低迷している。 
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図表：各国の ICT 機器の輸入額の推移 

 

出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 

 

2022 年には、日本の ICT 機器の輸出額は 8 兆 131 億円（前年比 12.0％増）、輸入額は 13

兆 3,158 億円（前年比 20.1％増）で、5 兆 3,027 億円の輸入超過（前年比 35.0％増）となっ

ている。また、米国では 2022 年には 36 兆 3,068 億円の輸入超過（前年比 31.4％増）であ

ったが、中国では 2021 年には 27 兆 9,165 億円の輸出超過（前年比 15.1％増）となってい

る。 

図表：各国の ICT 機器の輸出超過額の推移 

 

出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 
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6-5. 国内外の注目機器の動向 

 日本の 4K 対応テレビ（50 型以上）の国内出荷台数は 2022 年で 271 万台（前年比 11.6％

減）、新 4K8K 衛星放送対応テレビの 2022 年の出荷台数は 287 万台（前年比 8.5％減）であ

った。双方とも 2022 年は減少に転じた。 

2021 年は新型コロナによる外出自粛の影響による買い替え増加の反動で減速していたが、

2022 年は新生活を前に需要が高まる春先に、中国のロックダウン（都市封鎖）の影響で在

庫が薄くなり、商機を活かせなかったことと、物価高の影響で年末商戦の不調だったことが

影響して減少した。 

 

図表：日本の 4K/8K 対応テレビの出荷台数 

 

出所：JEITA「民生用電子機器国内出荷統計」 

 

5G スマートフォンの国内出荷台数は 2022 年度で 2,860 万台（前年比 63.2％増）となっ

た。2028 年度では 3,101 万台まで拡大すると予測されている。今後発売される端末の多く

が 5G対応になると予想されるため、5G対応端末のシェアは拡大し、2024年度以降は 100％

になると予測されている 
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図表：日本の 5G 対応スマートフォンの出荷台数 

 

出所：情報通信ネットワーク産業協会 通信機器中期需要予測 

 

 

7 節 サイバーセキュリティ市場の動向 

7-1. 市場概況 

Canalys 社の調査によれば、世界のサイバーセキュリティの市場66は引き続き堅調で、

2023 年は前年同期比 11.1％増加の 790 億ドルになると予測されている67。増加している

脅威からデータ、システムなどを保護する需要が高まっている。 

 

  

                                                      
66 サイバーセキュリティテクノロジーへの総支出 
67 https://canalys.com/newsroom/worldwide-total-addressable-IT-market-2023 
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図表：世界サイバーセキュリティ市場規模 

 

出所：Canalys データを基に作成 

 

 2023 年度の国内情報セキュリティの市場規模（売上額）は 2022 年度に比べ 6.5％増の 1

兆 4,983 億円になると予測されている。このうち、エンドポイント保護・管理製品などが含

まれる情報セキュリティツールの市場規模が 8,467 億円で全体の 56.5％を占め、マネージ

ド・運用サービスなどが含まれる情報セキュリティサービスの市場規模が 6,516 億円で全

体の 43.5％を占めている。近年は、市場全体に占める情報セキュリティサービスの割合が

緩やかに拡大している。 
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図表：国内情報セキュリティ市場規模（売上高）の推移 

 

※2020-2021 年度は売上実績推定値、2022 年度は売上高見込推定値、2023 年度は売上高

予測値 

出所：日本ネットワークセキュリティ協会「国内情報セキュリティ市場 2022 年度調査報

告」68を基に作成 

 

7-2. サイバー攻撃の変化 

 IBM が 2022 年に対処したサイバー攻撃を分析した結果、バックドア（システム内部に継

続侵入するためのバックドア（裏口）を仕込むもの）が最も多く、全体のの 21%を占める。

続いて、ランサムウェア（不正なプログラムを用いて画面のロックやデータの暗号化を行い、

それを解除するための「ランサム（Ransom：身代金）」を要求するもの）が 17%であり、上

位 2 つで約 4 割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
68 https://www.jnsa.org/result/surv_mrk/2023/2022_securitymarket.pdf 
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図表：サイバー攻撃の内訳（タイプ別） 

 

出所：IBM「IBM Security X-Force 脅威インテリジェンス・インデックス 2023」69 

 

 サイバー攻撃の対象業種について、2022 年では、製造業が全体の 24.8％を占め、2 年連

続で最も多くなった。製造業を狙ったバックドアの仕込みやランサムウェア攻撃が多く、

製造業ではダウンタイム（生産ラインや製造プロセスの停止）を極端に嫌うため、この厳

格さを逆手に取ることで、攻撃者が有利になると考えていることが背景にあると考えられ

る。金融・保険業については、2021 年に比べて割合が減ったものの 18.9％と引き続き大

きな割合を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
69 https://www.ibm.com/downloads/cas/QY8RQ2RK 
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図表：サイバー攻撃対象業種の変化 

 

出所：IBM「IBM Security X-Force 脅威インテリジェンス・インデックス 2023」 

 

7-3. サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失 

 サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失について、様々な組織が調

査・分析を公表している。例えば、日本では、トレンドマイクロが 2023 年に実施した調査

によれば、過去 3 年間でのサイバー攻撃の被害を経験した法人組織の累計被害額の平均が

約 1 億 2528 万円になる。米国では、FBI が実施した調査によれば、2022 年に発生したサイ

バー犯罪事件による被害報告総額が 102 億ドルとなる。また、Cybersecurity Ventures の調

査によれば、サイバー犯罪は 2025 年に世界に 10 兆 5000 億ドルの損害を与えると予想さ

れている。 
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図表：サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失 

 

出所：各種公開資料を基に作成 

 

7-4. サイバーセキュリティの主要事業者の動向 

 世界サイバーセキュリティ市場の主要事業者として、2020 年から Palo Alto Networks、

Cisco、Fortinet、Check Point、Symantec の 5 社が世界 Top5 の市場シェアを獲得していた

が、2023 年 Q2 時点では Trellix に代わり Crowd Strile が Top5 に入っている。また、近年

はトップシェアである Palo Alto Networks の市場シェアが拡大している。 

 

図表：サイバーセキュリティ主要事業者 

 

出所：Canalys データを基に作成70 

 

 2023 年 Q2 時点の世界のサイバーセキュリティ市場では、Palo Alto Networks が 9.6％と

最も高いシェアを占めており、その次は Cisco が 6.7％、Fortinet が 6.6％、Check Point が

                                                      
70 Trellix は米国の投資会社 Symphony Technology Group が買収した McAfee Enterprise と FireEye の

統合により、2022 年 1 月に設立されたため、2020 年、2021 年の同社の市場シェアデータは McAfee 

Enterprise と FireEye 両社の合計値になる 

調査・分析の
実施主体

対象地域 対象期間 経済的損失の概要 損失額

トレンドマイクロ 日本 2023年
【調査時
期】

過去3年間でのサイバー攻撃の被害を経験した法人
組織の累計被害額の平均

1億2528万円

警察庁 日本 2023年
上半期

ランサムウェア被害に関連して要した調査・復旧費用の
総額

26％が100万円未満
19％が100万～500万円未満
25％が500万～1,000万円未満
23％が1,000万～5,000万円未満
8％が5,000万以上

FBI 米国 2022年 サイバー犯罪事件による被害報告総額 102 億ドル

NFIB 英国 2023年 サイバー犯罪による被害報告総額 560万ポンド

Sophos 世界14か国 2023年 直近のランサムウェア攻撃の修復に要した1組織あたり
の年間平均コスト

182万ドル

IBM 世界16か国 2023年 組織における1回のデータ侵害にかかる世界平均コスト 445万ドル

Cybersecuri
ty Ventures

世界 2025年
【予測】

サイバー犯罪によるコスト 10兆5000億ドル

Fastl 北米、欧州、アジア
太平洋地域

2023年 サイバー攻撃を受けた企業の損失 過去12ヶ月間収益の9％

順位
2019年 2020年 2021年 2022年 2023年(Q2)

事業者 シェア 事業者 シェア 事業者 シェア 事業者 シェア 事業者 シェア

1 Cisco 8.4% Cisco 7.9%
Palo Alto 
Networks

7.4%
Palo Alto 
Networks

8.2%
Palo Alto 
Networks

9.6%

2
Palo Alto 
Networks

6.3%
Palo Alto 
Networks

6.7% Cisco 7.1% Cisco 6.6% Cisco 6.7%

3 Fortinet 4.8% Fortinet 5.2% Fortinet 5.8% Fortinet 6.6% Fortinet 6.6%

4
Check 
Point

4.8%
Check 
Point

4.5%
Check 
Point

4.1%
Check 
Point

3.8%
Check 
Point

3.9%

5 Symantec 4.5% Trellix 4.1% Trellix 3.6% Trellix 3.1%
Crowd
Strike

3.1%



56 

 

3.9％、Crowd Strike が 3.1％のシェアを占めている。世界セキュリティ市場の上位 5 社の

動向は以下の通りである。 

 

図表：サイバーセキュリティ主要事業者の動向 

 

 

事業者
（本社所在地）

動向

ビジネスの範囲 事業戦略 主な収益源 市場独占率 今後の展望

Palo Alto 

Networks

（米国カリフォルニ

ア州）

ネットワークセキュ
リティ、セキュアア
クセスエッジ、クラ
ウドセキュリティ、
セキュリティ運用、
脅威インテリジェ
ンスとセキュリティ
コンサルティング

ネットワークセキュリティをベー
スとして、①アプリケーションセ
キュリティ、②クラウドセキュリ
ティ、③セキュリティ監視セン
ターの最新化――の3つの領
域で、ベストオブブリードであり
ながらも統合的に運用してい
けるプラットフォーム化を推進。

ネットワーク、エンドポイ
ント、クラウドでのアンチ
ウイルス、侵入保護、
webフィルタリング、マル
ウェア保護、データ漏洩
保護、クラウドアクセス
セキュリティのサブスクリ
プションとサポート収益
（2023年、53億ドル、
総収益の77.1％を占
める）

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2019年
6.3％、2020年6.7％、
2021年7.4％、2022
年8.2％、2023年
(Q1,Q2)9.6％

自社のデータセ
キュリティー能
力とセキュリ
ティーの統合運
用サービスであ
る「SASE（セ
キュア・アクセ
ス・サービス・
エッジ）」を強
化するため、積
極的な買収戦
略を進める。

Cisco
（米国カリフォルニ

ア州）

ネットワーキング、
ワイヤレスおよび
モビリティ、セキュ
リティ、コラボレー
ション、データセン
ター、分析、ビデ
オ、IoT、ソフト
ウェア、サービスな
ど

アプリケーションの再構築、ハ
イブリッドワークの具現化、企
業全体のセキュリティ、インフラ
ストラクチャの変革の4つの
アーキテクチャにおいて、DXプ
ラットフォームを提供。

生成系AI、クラウド、セ
キュリティ、フルスタック
オブザーバビリティに対
する顧客の投資がけん
引役。

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2019年
8.4％、2020年7.9％、
2021年7.1％、2022
年6.6％、2023年
(Q1,Q2)6.7％

既存システムか
らやわらかいイ
ンフラストラク
チャへのマイグ
レーションを提
供。Ciscoの4
つのプラット
フォームによって、
レガシーシステ
ムからクラウド
時代のDXプ
ラットフォームへ
の移行を実現。

事業者
（本社所在地）

動向

ビジネスの範囲 事業戦略 主な収益源 市場独占率 今後の展望

Fortinet
（米国カリフォルニ

ア州）

ゼロトラストアクセ
ス、セキュアネット
ワーキング、クラウ
ドセキュリティ、
ネットワークオペ
レーション、セキュ
リティオペレーショ
ン、オープンエコシ
ステム

サイバーセキュリティの3つのト
レンド、「セキュリティとネット
ワーキングのコンバージェンス」
「統合型のセキュリティオペ
レーション」「消費型のセキュリ
ティサービス」に対して、、1つ
のFortiOSをベースにネット
ワーク・セキュリティのあらゆる
領域をカバー。

FortiGateファイア
ウォールなどのネットワー
クセキュリティによるサー
ビスの収益（2023年
Q3総収益の70％を
占める）

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2019年
4.8％、2020年5.2％、
2021年5.8％、2022
年6.6％、2023年
(Q1,Q2)6.6％

成長が著しく
差別化された3
つの市場、すな
わちセキュア
ネットワーキング、
ユニバーサル
SASE、セキュ
リティオペレー
ションにビジネス
の重点を置く。

Check Point

(イスラエルテルアビ
ブ、米国カリフォルニ

ア州）

ネットワークセキュ
リティ、クラウドセ
キュリティ、エンド
ポイントセキュリ
ティ、アクセス管
理、メールセキュ
リティ、統合管理
＆セキュリティ運
用など

顧客企業の規模に関わらず、
Comprehensive（包括
的）、Consolidated（統
合的）、Collaborative
（協働的）という『3C』の要
素を兼ね備えた製品群を提
供することで、最高のセキュリ
ティを実現。

クラウドネイティブセキュ
リティCloudGuardなど
が成長を牽引。

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2019年
4.86％、2020年4.5％、
2021年4.1％、2022
年3.8％、2023年
(Q1,Q2)3.9％

2024年、AI、
ハクティビズム、
ディープフェイク
技術の武器化
により、サイバー
セキュリティ情
勢にさらなる混
迷がもたらされ
ると予想。
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出所：公開情報によりまとめ 

 

8 節 ICT の新たな潮流 

8-1. Web3 

Web3 は、ブロックチェーン技術を基盤する分散型ネットワーク環境又はインターネット

の概念を指す言葉であり、ブロックチェーン、NTF 等のテクノロジーを総称する言葉とし

ても使われている。A.T.カーニーによれば、Web3 のグローバル市場は 2021 年の 5 兆円か

ら 2027 年には約 13 倍の 67 兆円に成長し、国内市場は 2021 年の約 0.1 兆円から 2027 年

には 20 倍を超える約 2.4 兆円まで成長すると予測されている。 

ここでいう市場規模は Web3 関連事業での売上であり、①プロトコル（ブロックチェー

ンインフラそのものを活用したビジネス、暗号資産のトランザクション手数料等）②アプリ

ケーション（ブロックチェーンを活用したビジネス、ブロックチェーンゲームのゲーム内課

金等）③コンテンツ・IP（プロトコル・アプリケーションに付与されるブランド・アニメ等

の価値、NBA トレーディングカードを利用したブロックチェーンゲーム等）が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者
（本社所在地）

動向

ビジネスの範囲 事業戦略 主な収益源 市場独占率 今後の展望

Crowd

Strike

（米国テキサスア

州）

エンドポイントセ
キュリティ、クラウ
ドセキュリティ、ア
イデンティティ保
護、マネージド
サービス、脅威イ
ンテリジェンス、セ
キュリティIT運用
など

クラウドネイティブプラットフォー
ムでエンドポイント、クラウド
ワークロード、アイデンティティ、
データなど企業リスクに関する
重要な領域に対し、包括的
なエンドツーエンドのセキュリ
ティを実現。主に、チャネル
パートナーのネットワークを活
用する直販チームを通じて、
Falcon プラットフォームとクラ
ウドモジュールのサブスクリプ
ションを販売。

クラウドネイティブプラット
フォームFalcon

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2023(Q2)
年3.1%

多くの組織はま
だクラウドベース
のセキュリティ
ソリューションを
採用していない
ため、Falcon 
プラットフォーム
が大きな成長
の機会と認識。



58 

 

図表：Web3 関連の市場規模 

 

出所：日 A.T.カーニー「劇的に変化する Web3 市場」71を基に作成 

 

Web3 の実用化について、NFT を活用する大企業が増加している。動画等のコンテンツ

を提供する企業はそれらを NTF に活用しており、集英社は漫画、吉本興業は芸人のコント

やサイン色紙、サンリオはハローキティ等のキャラクターを NFT 化して販売している。ス

ポーツ関連では、阪神タイガースが選手カードや名場面シーン、試合シーンを NFT 化して

販売している。製造業では、アサヒビールがビールの NFT を販売しており、購入者は茨城

工場に併設された「スーパードライミュージアム」での特別ツアーに無料で 1 回参加でき

る特典を得られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
71 https://www.jp.kearney.com/issue-papers-perspectives/web3-market-growth-scenario 
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図表：アサヒビールの NFT 

 

出所： ASAHI SUPER DRY BRAND CARD COLLECTION Web サイト72 

 

カルビーは、CryptoGames と共同でポテトチップスに NFT をおまけとして付ける「NFT

チップスキャンペーン」を実施した。 

 

図表：カルビーの NFT 

 

出所：CryptoGames「日本初！購買と紐づいて成長する NFT を「おまけ」とした、カ

ルビーポテトチップス「NFT チップスキャンペーン」共同実施」73 

 

アシックスはメタバース空間での NFT シューズの販売等を行っている。 

                                                      
72 https://www.asahigroup-holdings.com/brand/superdry/nft/ 
73 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000269.000041264.html 
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図表：アシックスの NFT 

 

出所：アシックス「オークションの収益はデジタルアーティストへのサポートに活用 

「サンライズレッド」を取り入れたシューズの NFT を販売」74 

 

NFT をチケットとして活用する動きもあり、東京ジョイポリスは、NFT を活用したプロ

ジェクトの一環として、無料の NFT を配布した他、Web3 イベントのチケットや年間パス

ポートを NFT チケットとして販売した。 

 

図表：東京ジョイポリスの NFT プロジェクトのロードマップ 

 

出所：東京ジョイポリス「東京ジョイポリス初となる Web３イベントを開催！ 「Web3 

Night in JOYPOLIS」 NFT クリエイター5 名が手がけるチケット NFT2 種を販売」75 

 

ローソンは SBI NFT と共にローソンチケットで扱うコンサート・スポーツ・演劇などの

イベントチケットを保管可能な「記念チケット NFT」として販売している。 

 

 

                                                      
74 https://corp.asics.com/jp/press/article/2021-07-13-1 
75 https://www.pr-today.net/category/a00307/40402/ 
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図表：ローソンの記念チケット NFT 

 

出所：ローチケ NFT Web サイト76 

 

東映アニメーションは、キャラクターの NFT を購入すると、SNS 上でキャラクターと直

接コミュニケーションをとれるという、単に NFT を販売するだけにとどまらないプロジェ

クトを展開している。 

 

図表：東映アニメーションの NFT を活用した IP プロジェクト 

 

出所：東映アニメーション「東映アニメーション株式会社が strata と協業し、当社初の

NFT を活用した新規 IP プロジェクト「電殿神伝-DenDekaDen-」を始動」77 

 

日本テレビも同様に、株式会社プラチナムピクセルと共同でアイドルの似顔絵を NFT と

して販売し、NFT ホルダーがコミュニティ内でアイドルメンバーとチャットでコミュニケ

ーションが出来たり、アイドルの運営側に参加したりできるという、NFT 販売にとどまら

ないプロジェクト「NFT IDOL HOUSE」を行っている。 

 

 

                                                      
76 https://l-tike.com/lawsonticket-nft/ 
77 https://corp.toei-anim.co.jp/ja/press/press-9109069587196056894.html 
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図表： NFT IDOL HOUSE の似顔絵 

 

出所：NFT IDOL HOUSE Web サイト78 

 

NFT のマーケットプレイスを開設する動きもあり、印刷業のマツモトは Compdeep と共

同で NFT マーケットプレイスを展開している。そごう・西武も NFT マーケットプレイス

を開設予定としている。また、NFT 関連事業も展開されており、TOPPAN ホールディング

ス（旧凸版印刷）は企業向けの NFT 認証ソリューションを提供している。 

DAO（分散型自律組織）も展開されており、日本の文化や伝統を世界に発信することを

目的とした和組 DAO、NFT プロジェクトの保有者とファンが集まる Ninja DAO 等がある。

SUPER SAPIENSS は 3 人の映像監督「堤幸彦・本広克行・佐藤祐市」が発起人となって立

ち上げたもので、人間の進化をテーマにしたオリジナル作品を、NFT やブロックチェーン

技術を活用して、サポーターと共に制作していくことを目標としている。若者と政治を結ぶ

活動を行う NPO 法人ドットジェイピーが DAO へ移行する、シェアハウスの運営を DAO

で行う（Roopt DAO、CryptoBase）等の動きもある。 

Web3 の研究開発について、日本総研によれば、Web3 ではパブリック型のブロックチェ

ーンを活用した取り組みが拡大してきたが、パブリックブロックチェーンの企業活用を想

定した際には、「スケーラビリティ」「セキュリティ」「プライバシー・機密性」「電力消費」

といった技術課題が存在しており、これらに対する研究開発等の取組が行われている。 

「スケーラビリティ」は既存の集中型処理システムと比較してブロックチェーンの処理

速度が遅いという課題である。これに対して、3 つのアプローチで研究開発が行われている。

                                                      
78 https://nft-idol-house.com/ 
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第一のアプローチは、ブロックチェーンを使わないレイヤー2 と呼ばれる第二層でトランザ

クション処理を行い、第一層へまとめて結果を出すという対応方法である。実装方法がいく

つかあり、技術開発が進められている。プロダクトとして Polygon、PoS、Optimism、zkSync

等がある。第二は、ブロックチェーン群による水平スケーリングという方法である。相互運

用性のある複数のブロックチェーンを運用し、全体として処理できるトランザクション数

を向上させる方法であり、Polkadot、Avalanche、Cosmos といったプロダクトがある。第三

は、コンセンサスアルゴリズムの改良であり、ブロックチェーン技術の中核である合意形成

に用いられるアルゴリズムを改良し、垂直スケーリングの性能を向上させようとするアプ

ローチである。様々な手法が提案されており、プロダクトとして Solana、EOS 等がある。 

「セキュリティ」は不正アクセス等よって暗号資産が盗難されないようにするという課

題である。暗号資産の盗難には主に 3 つのパターンがあり、それぞれに対して研究開発が

行われている。第一は、秘密鍵の漏洩であり、秘密鍵の紛失や盗難に備えるために、複数の

個人や組織を鍵の「守護者」に指定し守護者が合意した場合に鍵を変更することができるソ

ーシャルリカバリーという技術や、アカウント抽象化と呼ばれるソリューションの研究開

発が進められている。第二は、コントラクトの脆弱性を利用するもので、対応するために、

適切なアクセス制御設計を行う、コントラクト操作を保護するステートメントを使用する、

スマートコントラクトのテストとコード正確性の検証をする等によって、安全なコントラ

クトを開発しようとする取り組みが進められている。第三は、ブロックチェーン外のデータ

をブロックチェーン上のスマートコントラクトに提供するオラクルというサービスで価格

情報を操作し、スマートコントラクト上で不正な取引や資産移動を行うものである。これに

対して、Chainlink という分散型のオラクルサービス等が開発されている。 

「プライバシー・機密性」は、ブロックチェーン上で全ての情報が公開されてしまうため、

金融取引等のプライバシーが守られないという課題であり、これに対してプライバシー保

護技術の開発が進んでいる。例えば、Nightfall は、エンタープライズ向けにプライバシー保

護とスケーリングのソリューションを提供するレイヤー2 プロトコルである。 

「電力消費」は、取引の検証（マイニング）に大量の電力を消費するため環境への影響が

懸念されるという課題である。これに対して、大量の電力を必要とする Bitcoin のコンセン

サス Proof-of-Work から Proof-of-Stake（暗号資産の保有量によりブロック生成者が決定す

るアルゴリズム）に変更して対応するというような技術の開発が進められている。 

 

8-2. オルタナティブデータ 

デジタル化の進展によって意思決定をサポートするためのデータが増えており、これま

で伝統的に使われてきたデータ（トラディショナルデータ：企業の決算情報、プレスリリー

ス、IR 情報、公的統計等）だけではなく、非伝統的なデータ（オルタナティブデータ：POS

データ、位置情報、衛生写真、SNS データ等）が注目されている。背景には、実世界のデー

タがデジタル化されるようになったことや AI 技術の発展、スピーディーに足元の状況を把
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握したいといったニーズの高まりがある。オルタナティブデータとトラディショナルデー

タを比較すると下記のように様々な違いがある。 

 

図表：オルタナティブデータの特徴 

 

出所：各種情報を基に作成 

 

世界のオルタナティブデータの市場規模については、2021 年に 27 億ドルだったものが

2030 年には 50 倍超の 1,433 億ドルまで拡大すると見込まれている。 

 

図表：世界のオルタナティブデータの市場規模 

 

出所：国際通貨研究所79 

                                                      
79 https://www.iima.or.jp/files/items/3216/File/MIYAGAWA_1109.pdf 

データ形式 • トラディショナルデータは公的な側面が強く、データの形式が決まっており、かつ文字や数値データ
が中心なのに対して、オルタナティブデータは写真や音声、映像など多岐にわたる。

• また、文字や数値データであっても決まった形式・定義が存在せず、公表主体によって異なってい
ることが多い。

速報性 • トラディショナルデータは集計から公表までに数ヶ月の時間を要するため、公表されたデータを見て
数ヶ月前の状況を把握することになるのが一般的である。また、公表される頻度も1ヶ月または1
年に1度といった間隔が多く、知りたいタイミングで足元のデータが入手できるわけではない。

• オルタナティブデータは日次単位や1時間単位などの頻度で公開されることも多く、いち早く足元
の状況を推測することが可能である。

正確性 • オルタナティブデータ速報性に優位性があるものの、トラディショナルデータのようにきちんと集計され
ているわけではないため、利用する際の正確性には注意が必要になる。

• 例えば、年代や所得階級などの偏りがあるデータ、性別や年代、家族構成などのデータが欠損し
ており、推測する必要がある等が考えられる。

粒度 • トラディショナルデータは日本全体などマクロな動向を把握するデータであることが多く、オルタナティ
ブデータはより粒度が細かく局所的な動向を示すデータであることが多い。
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オルタナティブデータを利用する利点については、「既存データとの差別化」や「既存デ

ータとの補完性」、「速報性」といった点が挙げられる。トラディショナルデータだけでは得

られない情報をオルタナティブデータによって補完することによって他社や従前との差別

化を図っていると考えられる。そのため、他社が活用していないデータでいかに洞察を得る

ことができるのかがポイントとなる。 

 

図表：オルタナティブデータ利用の利点 

 

出所：一般社団法人オルタナティブデータ推進協議会「オルタナティブデータ

FACTBOOK」（概要版）80 

 

オルタナティブデータを活用した事例として、米国でスマート体温計を販売する Kinsa 

Inc.は、そのデータから全米の発熱傾向を集計し、感染症の流行予測を行っている。例えば、

コロナ禍では収集した体温データを分析し、あるエリアでの発熱傾向がピークになると、そ

の 2 週間後に死亡者のピークが発生することが判明した。この傾向をもとに政府や自治体

の感染症対策にも利用された。また、体温データを継続的に分析することで街レベルでの発

熱動向が追跡可能になり、これらのデータはドラッグストアに販売されている。ドラッグス

トアは、衛生用品の仕入れタイミング判断や流行が高まりそうな街にマスクや薬の在庫を

移動したりするのに活用している。 

 

                                                      
80 https://alternativedata.or.jp/wp-content/uploads/2023/11/JADAA_Factbook202311_outline.pdf 
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図表：発熱のある人の割合（Kinsa 体温データと実際） 

 

出所：Kinsa Insights 

 

SpaceKnow Inc.は、人工衛星が取得した衛星画像を AI で分析し、経済、エネルギー、防

衛、環境など様々な領域で課題解決ソリューションを提供している。例えば、ディズニーパ

ークを追跡している衛星画像に基づいて、入園者用駐車場、従業員用駐車場、ホテル駐車場

を区別した日次インデックスを提供しており、テーマパークの入場者数や業績を推測する

のに利用されている。 
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図表：ディズニー従業員駐車場指数と収益との関係 

 

出所：SpaceKnow 

 

自治体等では位置情報（人流データ）を施策に活かす取組も行われている。例えば富山市

では中心市街地に車で来た人が、その後徒歩でどの程度動いているかを可視化したところ、

二大集客スポット（富山駅周辺、グランドプラザ）の両方を訪問する人は限定的であること

に加え、徒歩移動の限界点がわかった。そこで、活性化に向けて歩きたくなる空間づくりや

イベント開催などを開催し、その効果測定も人流データを活用して行っている。 
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図表：人流データを活用した中心市街地来訪者の徒歩移動実態の把握 

 

出所：総務省「ビッグデータ等の利活用推進に関する産官学協議のための連携会議（第

21 回）」81資料 

 

8-3. NTN 

非地上系ネットワーク（NTN：Non-Terrestrial Network）とは、地上、海、空にある移

動体を多層的につなげる通信ネットワークシステムである。静止衛星、低軌道衛星コンステ

レーションや HAPS などが多層的に連携することによって、過疎地域や航空、海洋領域を

含め、より高速で安定的にシームレスに通信サービスを提供できる。 

NTN の主な用途の一つとして、従来の地上ネットワークが実用的ではない遠隔地や到達

困難な地域での接続を提供することが想定されている。例えば、5G のカバレッジ拡張とし

ての活用が期待されており、5G NTN の市場規模は 2023 年の 49 億ドルから 2026 年には

88 億ドルに成長すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
81 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/big_data/02toukatsu01_04000472.html 
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図表：世界の 5G NTN 市場規模予測（2023-2026 年） 

 

出所：TrendForce82 

 

NTN は主に、①静止軌道衛星による通信、②低軌道・小型衛星コンステレーションによ

る通信、③HAPS（High Altitude Platform Station）による通信から構成されている。特に

低軌道・小型衛星コンステレーションの市場には多くの事業者が参入しており、代表的な事

業者として、米 SpaceX 社や英 OneWeb 社などが挙げられる。両社は日本国内の通信事業

者と提携して日本市場において衛星通信サービスの提供に向けて取り組んでいる。NTT ド

コモは SpaceX の衛星通信サービス「Starlink」の認定再販事業者として、衛星ブロードバ

ンドインターネットサービス「Starlink Business」の販売を 2023 年 12 月 21 日より開始、

KDDI も国内の法人企業や自治体への衛星ブロードバンドインターネット「Starlink 

Business」を 2022 年 10 月より提供している。また、ソフトバンクは「Starlink Business」

を 2023 年 9 月から提供しているほか、OneWeb と販売パートナー契約を 2023 年 9 月に締

結し、日本における OneWeb を活用した衛星通信サービスの提供に向けて準備をしている。 

また、総務省「デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」83においては、NTN

の整備について、2025 年度以降の早期国内展開等に向け、HAPS 及び衛星通信について、

関連する制度整備を進めるなどサービスの導入促進のための取組を推進すると掲げられて

いる。また、HAPS について、2025 年の大阪・関西万博等での実証・デモンストレーショ

ン等の機会を捉えた海外展開を推進する方針である。また、NTT とスカパーJSAT が Space 

Compass 社を共同設立し、2025 年度に HAPS を用いた低遅延の通信サービスを開始する予

定である。 

                                                      
82 https://www.trendforce.com/presscenter/news/20230413-11642.html 
83 https://www.soumu.go.jp/main_content/000877890.pdf 
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図表：衛星・HAPS による通信サービスの提供イメージ 

 

出所：NTT ドコモ84 

 

SpaceX の衛星通信サービス「Starlink」については、契約者数が 2021 年 8 月：9 万人、

2022 年 3 月：25 万人、2022 年 5 月：40 万人、2022 年 12 月：100 万人、2023 年 5 月：

150 万人と推移し、2023 年 9 月に 200 万人を突破した。 

国内通信事業者各社は、SpaceX の衛星通信サービス「Starlink」を用いたサービスとして

「Starlink Business」を提供している。料金についてはデータ容量に応じて設定されており、

通信速度については、ベストエフォート（期待値）での提供となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
84 https://www.docomo.ne.jp/info/news_release/2022/01/17_01.html 
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図表：衛星通信サービスの提供状況 

 

出所：各社公表情報を基に作成 

 

上記のとおり、通信速度については、下り最大 220Mbps、上り最大 25Mbps と期待値の

形で表記されている。下り速度の実測値の一例では、平均 206.3Mbps、最大 315.1Mbps、

最低で 75.2Mbps となっており、ほぼ安定して 100Mbps 以上の速度が出ている。 

 

図表：「Starlink」の実測値（下り速度） 

 

出所：IIJ Engineers Blog85 

 

研究開発については、2022 年頃から各社は衛星とスマートフォンなどのデバイス間の直

接通信の研究開発と実用化に取り組んでいる。Apple が 2022 年に発売した iPhone 14 に衛

星経由の緊急 SOS 機能を搭載し、携帯電話や Wi-Fi の電波が届かないところでも緊急通報

サービスにテキストと位置情報を発信できるようになっている。Huawei は 2023 年 8 月 29

                                                      
85 https://eng-blog.iij.ad.jp/archives/19650 

提供事業者 提供状況 料金
通信速度等

（いずれも期待値）
契約数

NTT
（コミュニケーションズ/ドコモ）

2023年12月より「Starlink
Business」提供

－（非開示） 下り速度：40-220Mbps
上り速度：8-25Mbps

－（非開示）

KDDI 2022年10月より「Starlink
Business」提供
※2023年7月にプランリニュー
アル

家庭向けサービス「Starlink
Standard Kit」を2024年春
以降発売予定

陸上向けの固定プラン：
月額17,000円～189,000円
＋サポートパック(33,000円)

陸上向け移設プラン：
月額37,000円～725,000円
＋サポートパック(33,000円)

下り速度：～220Mbps
遅延：25～50ミリ秒

－（非開示）

ソフトバンク 2023年9月下旬より
「Starlink Business」提供

下り速度：最大220Mbps
上り速度：最大25Mbps

－（非開示）
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日に世界初衛星通話対応のマス向けスマートフォン「Mate 60 Pro」を発売し、地上のネッ

トワークが利用できない場合でも、衛星による通話の発着信ができる。 

KDDI は SpaceX などと連携し、2024 年 1 月 3 日に衛星とスマートフォンの直接通信サ

ービスを可能とする Starlink の衛星 6 機を打ち上げた。直接通信対応の衛星は、既存の

Starlink と接続してネットワークを構築可能なほか、スマートフォンとの LTE 通信を可能

とするアンテナも搭載している。KDDI と SpaceX は、Starlink と au 通信網を活用すること

で、auスマートフォンが衛星と直接つながり、圏外エリアでも通信ができるサービスを2024

年内に提供開始予定である（まずは SMS などのメッセージ送受信からサービス提供を目指

し、音声・データ通信も順次対応予）。 

ソフトバンクは、2023 年 9 月 24 日に、ルワンダにおいて、HAPS の無人航空機の試験

機体に自社で開発した 5G に対応する通信機器を搭載し、世界初の成層圏における 5G の通

信試験に成功した。一般に販売されている 5G 対応スマートフォンを使用し、通常の通信で

利用されている電波を利用して、ルワンダの試験場と日本の間で 5G によるビデオ通話

（Zoom）を実現した。 

Space Compass、NTT ドコモ、日本電信電話株式会社、スカパーJSAT の 4 社は、HAPS

を介した携帯端末向け直接通信システムの早期実用化に向けた開発の加速と実用化後の利

用拡大を見据えた高速大容量化技術の研究開発を開始したことを 2023 年 12 月 7 日に発表

した。HAPS を介し、スマートフォンやタブレットなどの携帯端末へ直接通信サービスを提

供するシステムの早期実用化、およびその高度化を目的として行うもので、HAPS 機体を用

いた成層圏環境の携帯端末向け通信実験を日本国内で実施することを目指している。 

 

次に、日本の衛星通信事業について整理する。日本の宇宙関連事業の売上高は、2005 年

度以降増加傾向にあったが、2013 年度からは増減を繰り返すようになり、2022 年度は 3,032

億円(前年比 11.9％増)となった。 
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図表：日本の宇宙関連事業の生産（売上）高の推移 

 

出所：一般社団法人 日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース 令和 5 年 8 月」86 

 

 2021 年度の売上高の内訳をみると、飛翔体が 8 割弱と大部分を占めており、中でも人工

衛星関連が 4 割程度と大きい。地上施設は 1 割、ソフトウェアは 1 割強を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
86 https://www.sjac.or.jp/pdf/data/7_database_2023.08rev.pdf 
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図表：日本の宇宙関連事業の分野別の売上高（2021 年度） 

 

一般社団法人 日本航空宇宙工業会「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」87より作

成 

 

国内の衛星通信関連事業者には、宇宙関連搭載装置製造、宇宙関連材料・薬品等、商

社、情報サービス・ソフト・調査、建設業関連、宇宙利用運用等の業種がある。一般社団

法人 日本航空宇宙工業会「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」のアンケートに回

答した企業の中で ICT に関連が深い業種の事業者数は、情報サービス・ソフト・調査が 7

社、宇宙利用運用等が 7 社となっている。 

 

                                                      
87 https://www.sjac.or.jp/pdf/data/5_R4_uchu.pdf 

金額

（百万円）
構成比

飛翔体 ロケット 団体ロケット 26,956 7.8%

液体ロケット 20,324 5.9%

打ち上げサービス・関連経費 42,431 12.3%

89,711 26.1%

35,489 10.3%

人工衛星 システム・バス機器 74,245 21.6%

ミッション機器 50,527 14.7%

追跡管制・運用/その他 10,103 2.9%

人工衛星（小計） 134,875 39.2%

4,361 1.3%

264,436 76.9%

地上施設 3,924 1.1%

9,157 2.7%

5,373 1.6%

428 0.1%

1,084 0.3%

0 0.0%

0 0.0%

14,240 4.1%

34,206 9.9%

ソフトウェア 17,206 5.0%

28,192 8.2%

45,398 13.2%

344,040 100.0%宇宙機器合計

飛翔体（小計）

開発試験用装置・設備

ロケット打上げ支援用装置・設備

人工衛星追跡装置・設備

通信・放送衛星利用設備

観測衛星データ処理設備

衛星測位利用設備

地上における実験装置

その他の地上設備

ロケット（小計）

宇宙ステーション補給機

宇宙ステーション

地上施設（小計）

ソフトウェア（小計）

ソフトウェア開発

データ処理・解析
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図表：「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」アンケート回答企業一覧① 

 

一般社団法人 日本航空宇宙工業会「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」 
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図表：「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」アンケート回答企業一覧② 

 

一般社団法人 日本航空宇宙工業会「令和 4 年度 宇宙機器産業実態調査報告書」 

 

 2023 年 3 月末時点で運用中の商用衛星・放送衛星は 27 機となっており、スカパー

JSAT(株)が発注したものが多い。 
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図表：運用中の商用衛星・放送衛星（2023 年 3 月末時点） 

 

出所：一般社団法人 日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース 令和 5 年 8 月」 

 

 前述の運用中の商用衛星・放送衛星 27 機の起動位置は全て静止衛星軌道となってい

る。静止軌道は、衛星の公転周期と地球の自転周期が一致している対地同期軌道の一種で

あり、衛星は常に同じ地点の上空にとどまり続ける。通信・気象観測等の宇宙利用ミッシ

     衛星 発注者 ミッション 質量
(kg) 衛星製造主契約者 軌道位置 打上げロケット 打上げ年月日

Superbird-A3 スカパーJSAT(株) テレビ放送、データ通信 3,130 ヒューズ 静止衛星軌道
158(°E) アトラス2AS H 9.7.28

JCSAT-1B スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 1,820 ヒューズ 静止衛星軌道
150(°E) アリアン4 H 9.12.3

JCSAT-4A (JCSAT-6) スカパーJSAT(株)
画像伝送、音声送信、データ伝送、

CSデジタル多チャンネル放送の各サービス
1,820 ヒューズ 静止衛星軌道
124(°E) アトラス2AS H11. 2.16

Superbird-B2 宇宙通信(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 2,460 ボーイング 静止衛星軌道
162(°E) アリアン4 H12. 2.18

N-SAT-110 (JCSAT-110

/Superbird-D)

スカパーJSAT(株)宇宙

通信(株)
CSデジタル多チャンネル放送サービス 2,100

ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
110(°E) アリアン4 H12.10. 7

JCSAT-2A (JCSAT-8) スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 1,600 ヒューズ 静止衛星軌道
154(°E) アリアン4 H14. 3.29

N-STAR c
スカパーJSAT(株)

(株)NTTドコモ
移動体衛星通信サービス 1,645

ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
136(°E) アリアン5 H14. 7. 5

Horizons-1 スカパーJSAT(株) 画像伝送、データ伝送の各サービス 4,060 ボーイング 静止衛星軌道
127(°W) ゼニット3SL H15.10.1

JCSAT-5A (N-STAR d)
スカパーJSAT(株)

(株)NTTドコモ

画像伝送、音声送信、データ伝送、移動体衛星

通信サービス
2,000

ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
132(°E) ゼニット3SL H18. 4.13

JCSAT-3A スカパーJSAT(株)

画像伝送、音声送信、データ伝送、

CSデジタル多チャンネル放送、

移動体衛星通信サービス

1,860
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
128(°E) アリアン5 H18. 8.12

BSAT-3a (株)放送衛星システム 衛星デジタル放送サービス 1,230
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 H19. 8.15

Horizons-2 スカパーJSAT(株) データ通信、ハイビジョン伝送 2,304 オービタル 静止衛星軌道
74(°W) アリアン5 H19.12.22

Superbird-C2 スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 4,820 三菱電機 静止衛星軌道
149(°E) アリアン5 H20.8.14

JCSAT-RA スカパーJSAT(株)
画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス

他のJCSATの軌道上予備機
不明

ロッキード・マー

チン
不明 アリアン5 H21.8.21

JCSAT-85 スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明 オービタル 静止衛星軌道
85(°E) ゼニット3SL H21.12.1

BSAT-3b (株)放送衛星システム 衛星デジタル放送サービス 2,060
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 H22.10.29

BSAT-3c (JCSAT-110R) (株)放送衛星システム 衛星デジタル放送サービス 2,910
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 H23.8.7

JCSAT-4B (JCSAT-13) スカパーJSAT(株)
画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス

JCSAT-4Aの後継機
4,528

ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
124(°E) アリアン5 H24.5.16

JCSAT-2B スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明
スペース・システ

ムズ・ロラール
静止衛星軌道
154(°E) ファルコン9 H28. 5. 6

JCSAT-16 スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明
スペース・システ

ムズ・ロラール
静止衛星軌道
124(°E) ファルコン9 H28.8.14

JCSAT-110A (JCSAT-15) スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 H28.12.22

BSAT-4a (株)放送衛星システム 衛星デジタル放送サービス 3,500 マクサー 静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 H29.9.30

Superbird B3 スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 5,348 三菱電機 静止衛星軌道
162(°E) アリアン5 H30.4.8

Horizons 3e スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明 ボーイング 静止衛星軌道
169(°E) アリアン5 H30.9.26

JCSAT-1C (JCSAT-18) スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 不明 ボーイング 静止衛星軌道 150(°E) ファルコン9 R1.12.16

JCSAT-17 スカパーJSAT(株) 画像伝送、音声送信、データ伝送の各サービス 5,857
ロッキード・マー

チン
静止衛星軌道
136(°E) アリアン5 R2.2.19

BSAT-4b (株)放送衛星システム 衛星デジタル放送サービス 3,500 マクサー 静止衛星軌道
110(°E) アリアン5 R2.8.16
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ョンにおいて人気の高い。対地同期軌道には他に準天頂軌道がある88。 

 

 前述の運用中の商用衛星・放送衛星 27 機の内の分野別割合をみると、画像伝送、デー

タ伝送、音声送信が大きく、6 割以上となっている。次いで、衛星デジタル放送の 2 割

弱、移動体衛星通信と CS デジタル多チャンネル放送の 1 割強が大きい。 

 

図表：運用中の商用衛星・放送衛星の分野別割合 

 

※運用中の商用衛星・放送衛星 27 機のうち、利用されている分野の割合。複数の分野で

利用されている衛星があるため、合計が 100％にならない。 

出所：一般社団法人 日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース 令和 5 年 8 月」よ

り作成 

 

前述の運用中の商用衛星・放送衛星 27 機の内の分野別割合をみると、不明以外では

2000kg 未満と 2000kg 以上 3000kg 未満がそれぞれ 2 割強と大きく、比較的軽い衛星が多

いことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

                                                      
88 尾崎直哉「人工衛星の軌道の種類～目的地としての軌道と移動ルートとしての軌道～」

https://sorabatake.jp/24030/ 
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図表：運用中の商用衛星・放送衛星の重量別割合 

 

出所：一般社団法人 日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース 令和 5 年 8 月」よ

り作成 

 

8-4. デジタルツイン 

デジタルツイン（Digital Twin）とは、現実世界から集めたデータを基にデジタルな仮想

空間上に双子（ツイン）を構築し、さまざまなシミュレーションを行う技術である。街や自

動車、人、製品・機器などをデジタルツインで再現することによって、渋滞予測や人々の行

動シミュレーション、製造現場の監視、耐用テストなど現実空間では繰り返し実施しづらい

テストを仮想空間上で何度もシミュレーションすることができるようになる。 

SDKI によれば、デジタルツインのグローバル市場は 2022 年で 99 億ドルから 2035 年に

は約 63 倍の 3,255 米ドルに成長すると予測されている。 
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図表：世界のデジタルツイン市場規模の推移 

 

出所：SDKI「デジタルツイン市場調査」89を基に作成 

 

デジタルツインの社会実装は製造業と建設業で進んでいる。製造業では、ダイキン工業が

大阪府の堺製作所臨海工場において、デジタルツインの機能を備えた生産管理システムを

活用している。工場内の製造設備などに設置したセンサーやカメラから取得したデータを

基に、製造工程の状況を仮想空間に再現しており、製造設備の異常と作業の遅れを予測する

ことで、時間・コストを削減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
89 https://www.sdki.jp/reports/digital-twin-market/107636 
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図表：ダイキン工業が構築した空調機工場のデジタルツイン 

 

出所：日経クロステック「ダイキンが工場の「デジタルツイン」、製造ラインの停滞予

測しロス 3 割強減へ」90 

 

旭化成は世界最大級アルカリ水電解システムのデジタルツインを構築しており、プロセ

ス設備のデジタルツインにより、運転の最適化、保守保全の高度化と遠隔監視を実現してい

る。また、オペレータ作業のデジタルツインを用いて、人の動きをデジタル化して作業姿勢

を解析し、環境や精神的負荷も考慮した独自の指標を設け、作業負荷を低減する取組も行っ

ている。 

 

図表：旭化成のオペレータ作業のデジタルツイン 

 

出所：旭化成「旭化成における「デジタル×共創」によるビジネス変革」91 

                                                      
90 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/01970/030200002/ 
91 https://www.asahi-kasei.com/jp/news/2021/ip4ep3000000459e-att/ze211216.pdf 
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建設業では、大林組が建設現場のデジタルツインを構築できるアプリを開発した。ゲーム

エンジンである Unity の活用により、高性能な PC を必要とせずに、3 次元モデルが快適に

作動し、表示される。データは全てクラウド上に保存されており、リアルタイムで変わる動

的情報も反映されるので、実際の現場状況をデジタルツイン経由で確認し、効率化を図るこ

と等が可能となっている。 

 

図表：大林組のデジタルツインアプリの画面 

 

出所：大林組「建設現場のデジタルツインを構築できる「デジタルツインアプリ」を開

発」92 

 

清水建設は豊洲スマートシティにおいて、都市インフラや地盤、建物などの三次元デジタ

ルデータに、カメラやセンサーが収集した交通、人流、物流、エネルギー、環境等のデータ

をリアルタイムに反映させるデジタルツインを活用している。シミュレーションにより、施

設運営やモビリティサービス等の効果検証を行うことで、施設利便性の向上や、新規サービ

ス開発を図っている。 

 

 

 

 

 

 

                                                      
92 https://www.obayashi.co.jp/news/detail/news20230412_2.html 
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図表：清水建設のデジタルツインのイメージ 

 

※掲載の完成予想 CG は計画段階のもので、実際とは異なる。 

出所：清水建設「豊洲スマートシティを先導するデータプラットフォーム 

「デジタルツイン」」93 

 

鹿島建設は建設の各フェーズにおける建物データの連携を可能にする BIM によるデジタ

ルツインを実現している。企画・設計フェーズではビル風シミュレーションによる周辺環境

への影響評価等、施工フェーズでは工事プロセスのデジタル化ならびに進捗管理、維持管

理・運営フェーズでは日常点検から得られた情報等をビッグデータ化して得られた知見を

企画・開発へフィードバック等が可能である。 

 

図表：鹿島建設の企画・設計フェーズのデジタルツイン 

 

出所：鹿島建設「日本初！建物の全てのフェーズで BIM による「デジタルツイン」を

実現」94 

                                                      
93 https://www.shimz.co.jp/toyosu/concept/digitaltwin/ 
94 https://www.kajima.co.jp/news/press/202005/11a1-j.htm 
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デジタルツインは研究開発も進められている。国立研究開発法人科学技術振興機構研究

開発戦略センター「デジタルツインに関する国内外の研究開発動向」（2021 年 9 月）では、

製造分野、エネルギー・都市分野、気象・気候分野の 3 分野について調査を行ったが、共通

基盤として各分野に共通して見られた注力技術領域には以下があった。 

・プラットフォーム（データ連携、データ一元管理、データ標準化） 

・システム自動化（ロボティクス、自己組織化モデル） 

・インタフェース（xR（拡張現実、仮想現実）、遠隔操作ロボット、自然言語処理） 

・AI（機械学習モデル、自己学習、エッジ処理、データの意味理解） 

・セキュリティ 

産学連携の研究開発も行われており、2023 年 12 月には三菱総合研究所、産総研グルー

プ、AIST Solutions が国土・都市デジタルツイン構築・運用のためのエコシステム構築に係

る共同研究を開始した。まず、デジタルツイン実現に有効なデータの 1 つである「点群デー

タ（位置情報（X,Y,Z）と色情報（R,G,B)を持った点の集合データ」）」の研究を開始し、自

治体や民間企業等の会員を増やしながら、点群データ等の空間情報を活用した新たなユー

スケースのアイデアを創出し、官民連携を前提とした開発・実装に取り組む方針である。 

慶應義塾大学 SFC 研究所とソフトバンクは 2022 年 6 月に「デジタルツイン・キャンパ

スラボ」を設立し、5G や、Beyond 5G／6G などの先端技術を活用した次世代の情報イン

フラの研究開発に取り組んでいたが、2023 年 7 月にこの取り組みをさらに推進するために

「デジタルツインキャンパスコンソーシアム」を設立した。コンソーシアムへとシフトする

ことで、より多くの企業や学生も参画できるようになった。 

NTT と国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター(NCNP)は、2023 年 8 月にパ

ートナーシップ協定を締結した。「脳バイオデジタルツイン」の実現と、実用化による認知

症等の早期発見・予防の実現をめざしている。「脳バイオデジタルツイン」は、受診や検査、

日常生活を通じて得られる各種の身体データを、デジタルデータとしてコンピュータ内に

取り込み、デジタルツインコンピューティング技術によってサイバー空間上に緻密な写像

や生体モデルとして実現するもので、患者本人の体ではなくその「ツイン」を検査等に用い

ることができるようになる。 

 

 

9 節 アンケート調査 

9-1. 生成 AI に関するアンケート調査の概要 

2024 年 1 月に日本の企業に勤める社員へのオンライン形式のアンケート調査を実施した。

アンケート調査では、プレ調査で回答者の職種や生成 AI サービスの利用経験を尋ね、生成

AI サービスを利用したことがある回答者のみ本調査に回答してもらった。本調査では、業

種別の回収数がほぼ均等になるように割付を行い、回収数は下表のようになった。 
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また、本調査における回答者の属性（職種、従業員規模）は下記の通りとなった。 

 

 

 

 

9-2. 生成 AI に関するアンケート調査の結果 

まず、生成 AI サービスの利用経験95について尋ねた。業種別では、情報通信業の就業者

                                                      
95 現在、利用しているかどうかは問わない 

日本

製造業 3,294

情報通信業 2,292

エネルギー・インフラ 3,433

商業・流通業 2,949

サービス業・その他 3,589

公務 3,817

合計 19,374

日本

製造業 328

情報通信業 318

エネルギー・インフラ 323

商業・流通業 327

サービス業・その他 322

公務 322

合計 1,940

＜プレ調査＞ ＜本調査＞

製造業

（n=328）

情報通信業

（n=318）

エネルギー・

インフラ

（n=323）

商業・流通業

（n=327）

サービス業・

その他

（n=322）

公務

（n=322）

管理的職業従事者 28.7% 22.6% 23.8% 35.2% 24.5% 20.8%

専門的・技術的職業従事者 28.0% 53.1% 20.1% 8.0% 20.8% 7.5%

事務従事者 21.6% 16.4% 30.0% 35.2% 28.3% 59.0%

販売従事者 6.1% 6.0% 4.3% 13.1% 5.3% 0.3%

サービス職業従事者 0.0% 1.6% 0.3% 1.5% 18.9% 0.3%

保安職業従事者 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 6.8%

農林漁業従事者 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

生産工程従事者 14.9% 0.3% 0.6% 0.3% 0.6% 0.3%

輸送・機械運転従事者 0.3% 0.0% 0.6% 1.8% 0.0% 0.3%

建設・採掘従事者 0.0% 0.0% 19.2% 1.5% 0.0% 1.2%

運搬・清掃・包装等従事者 0.3% 0.0% 0.0% 3.4% 0.6% 0.9%

その他 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.3% 2.5%

製造業

（n=328）

情報通信業

（n=318）

エネルギー・

インフラ

（n=323）

商業・流通業

（n=327）

サービス業・

その他

（n=322）

公務

（n=322）

10人未満 1.2% 4.7% 7.7% 4.3% 6.2% 0.9%

10人以上～100人未満 9.1% 18.2% 28.2% 13.1% 26.4% 6.5%

100人以上～500人未満 25.3% 17.9% 16.4% 18.0% 28.6% 17.4%

500人以上～1，000人未満 10.4% 10.1% 9.6% 11.3% 14.3% 13.4%

1，000人以上 54.0% 49.1% 38.1% 53.2% 24.5% 61.8%
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で利用割合が高く、公務では利用割合が低い。これは業務内容や扱う情報等によるものと推

察される。また、利用用途については、どの業種でも「メールや議事録、資料作成等の補助」、

「社内向けヘルプデスク機能（マニュアルや規約の参照、社内システムに関する問合せ対応

等）」の割合が高い。その他の特徴としては、情報通信業では「プログラミングコードの生

成やバグ修正」、商業・流通業では「顧客対応の自動化（カスタマーサポート等）」の割合が

高い。 

 

図表：生成 AI サービスの利用経験（業種別） 

 

 

職種別では、管理的職業従事者（会社役員、団体役員、管理的公務員、その他の管理的職

業）や専門的・技術的職業従事者（研究者、技術者、ソフトウェア作成者、保健医療従事者、

教師等）といったホワイトカラー職における利用割合が高い。どの職業でも「メールや議事

録、資料作成等の補助」の割合が高いものの、専門的・技術的職業従事者では「プログラミ

ングコードの生成やバグ修正」が高いという特徴がみられた。また、現場での業務が中心と

なる職種では全体的に割合が低いものの、いずれかの用途で利用経験のある割合は 10％程

度の職種もあり、生成 AI サービスの利用が幅広い業界で注目されていることがうかがえる。 

 

 

 

 

6.1%

10.8%
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1.9%
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2.3%

3.7%
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2.4%
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1.6%
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0.6%
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0.1%

0.4%
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製造業

（n=3,294）

情報通信業

（n=2,292）

エネルギー・インフラ

（n=3,433）

商業・流通業

（n=2,949）

サービス業・その他

（n=3,589）

公務（n=3,817）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他いずれか利用経験あり

17.5％

28.6％
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17.9％
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図表：生成 AI サービスの利用経験（職種別） 

 

 

 

9.5%

7.9%

6.1%

5.0%

3.0%

1.3%

12.3%

9.2%

8.2%

6.4%

5.1%

1.9%

6.1%

5.6%

3.3%

3.7%

2.0%

1.3%

3.6%

8.9%

1.8%

1.5%

1.2%

0.4%

4.2%

3.4%

2.3%

3.7%

2.9%

1.1%

3.0%

3.0%

1.7%

3.2%

2.3%

1.0%

3.6%

2.6%

2.2%

2.3%

1.2%

1.3%

0.3%

0.5%

0.2%

0.4%

0.0%

0.6%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

管理的職業従事者

（n=3,042）

専門的・技術的職業

従事者（n=3,714）

事務従事者

（n=6,583）

販売従事者

（n=1,090）

サービス職業従事者

（n=1,125）

保安職業従事者
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社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他いずれか利用経験あり
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生産工程従事者
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輸送・機械運転従事
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その他（n=504）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他

いずれか利用経験あり

7.9％

6.4％

10.2％

10.4％

5.4％
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従業員規模別では、規模が大きいほど生成 AI サービスの利用経験のある就業者の割合が

高い傾向にあり、先進サービスについては、規模の大きい企業から利用が進むという傾向は、

生成 AI についても当てはまる結果となった。 

 

図表：生成 AI サービスの利用経験（従業員規模別） 

 

 

本社所在地別では、「東京 23 区」が最も高く、「いずれにも該当しない（「その他の市町

村」）」の割合が最も低かった。「政令指定都市」と「中核市」の差は小さく、市と町村の間

に大きな壁があると推察される。 
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社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他

いずれか利用経験あり
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12.3％

17.2％

20.8％

19.0％



89 

 

図表：生成 AI サービスの利用経験（本社所在地別） 

 

 

競合する企業数別では、「2 社以下」や「わからない」の割合が低く、競合する企業数が

多いほど生成 AI の利用経験が高い傾向がみられた。競合する企業が多いほど、他社との差

別化や業務効率化の意識が高いことが背景にあると推察される。 
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東京23区

（n=5,113）

政令指定都市

（n=5,111）

中核市

（n=2,746）

いずれにも該当しない

（「その他の市町

村」）

（n=6,404）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み
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いずれか利用経験あり
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図表：生成 AI サービスの利用経験（競合する企業数別） 

 

 

主要なビジネス相手別では、「法人等の組織向け、消費者向けが同程度」の割合が最も高

く、「消費者向けが中心」の割合が最も低かった。全体的に「メールや議事録、資料作成等

の補助」、「社内向けヘルプデスク機能」の割合が高いが、「法人等の組織向けが中心」の就

業者では「プログラミングコードの生成やバグ修正」、「消費者向けが中心」の就業者では「顧

客対応の自動化（カスタマーサポート等）」の割合が高いという特徴がみられた。 
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社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他いずれか利用経験あり
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22.8％

28.4％

28.5％

31.8%

25.2%

8.8%
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図表：生成 AI サービスの利用経験（主要なビジネス相手別） 

 

 

次に、本調査で確認した生成 AI サービスの利用状況96を業種別に確認する。利用状況は、

利用経験とほぼ同じ傾向がみられ、どの業種でも「メールや議事録、資料作成等の補助」、

「社内向けヘルプデスク機能」の割合が高い。一方、「いずれも利用していない」という割

合も 20％程度となっており、特に公務では 30％を超えて最も高くなっている。お試し利用

のような形で利用してみたものの、何らかの理由で利用を終了する割合がかなり高いこと

がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
96 現在、利用しているものに限っている 

いずれか利用経験あり

17.9％

14.9％

21.2％
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3.1%

6.4%

4.6%

2.0%
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0.3%
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0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

法人等の組織向けが中心

（n=8,591）

消費者向けが中心

（n=4,484）

法人等の組織向け、消費者向け

が同程度（n=2,482）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他



92 

 

図表：生成 AI サービスの利用状況（業種別） 

 

 

現在生成 AI サービスを利用していない（利用経験はあるものの、現在は利用していない

人）に対して、将来の利用意向を確認した。2025 年頃では、情報通信業以外は「いずれも

利用していないと思う」の割合が最も高く、エネルギー・インフラやサービス業・その他で

は 50％を超えている。利用意向のある人については、「メールや議事録、資料作成等の補助」

や「社内向けヘルプデスク機能」の割合が高く、想定される利用シーンについては、現状と

大きく変化しないことが想像される。 
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23.5%
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20.5%

33.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

製造業（n=328）

情報通信業

（n=318）

エネルギー・インフラ

（n=323）

商業・流通業

（n=327）

サービス業・その他

（n=322）

公務（n=322）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他

いずれも利用していない
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図表：生成 AI サービスの利用意向（業種別、2025 年頃） 

 

 

2030 年頃では、「いずれも利用していないと思う」の割合が 2025 年頃からはやや低下す

るものの依然として高くなっている。利用用途については、現在利用が進んでいる 「メー

ルや議事録、資料作成等の補助」や「社内向けヘルプデスク機能」以外の用途での利用拡大

が予想され、幅広い用途での活用が進むものと想定される。 
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情報通信業

（n=72）

エネルギー・インフラ

（n=76）
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（n=66）

公務（n=108）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他

いずれも利用していないと思う
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図表：生成 AI サービスの利用意向（業種別、2030 年頃） 

 

 

生成 AI サービスを利用する業務の割合についても業務時間をベースに回答してもらった。

すべての業種で 10％未満（「1％未満」から「5％以上～10％未満」）の割合が 6 割以上（公

務では 7 割以上）を占めている。10％以上（「10％以上～20％未満」から「50％以上」）の

割合は「サービス業・その他」と「エネルギー・インフラ」がやや高いものの、いずれの業

種でそれほど大きな差は見られなかった。 
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エネルギー・インフラ

（n=76）

商業・流通業

（n=67）

サービス業・その他

（n=66）

公務（n=108）

社内向けヘルプデスク機能 メールや議事録、資料作成等の補助

事業や商品の企画におけるアイデア出し、シミュレーション プログラミングコードの生成やバグ修正

顧客対応の自動化（カスタマーサポート等） 自社製品やサービスの機能として組み込み

広報コンテンツ（画像・映像、記事、キャッチコピー等）の作成 その他

いずれも利用していないと思う
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図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（業種別、現在） 

 
 

生成 AI サービスを利用する業務の割合（業務時間ベース）について将来を想像して回答

してもらった。2025 年頃では、情報通信業は 10％未満の割合が 5 割を下回り、利用時間が

増加すると想像される。一方、サービス業・その他については、現在とほとんど変わってお

らず、数年では利用の拡大は考えにくい。 

 

図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（業種別、2025 年頃） 

 

 

15.0%

10.6%

16.6%

14.6%

10.5%

25.7%

13.9%

15.9%

16.6%

14.6%

14.1%

19.6%

22.1%

21.1%

13.0%

21.2%

18.8%

16.4%

17.6%

22.0%

19.4%

20.8%

20.3%

14.5%

14.6%

17.9%

16.2%

10.4%

15.2%

12.6%

11.2%

8.5%

9.3%

13.1%

12.5%

6.5%

3.4%

3.3%

4.0%

1.9%

5.1%

2.3%

1.1%

0.4%

2.4%

1.9%

1.2%

0.5%

1.1%

0.4%

2.4%

1.5%

2.3%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（n=267）

情報通信業（n=246）

エネルギー・インフラ（n=247）

商業・流通業（n=260）

サービス業・その他（n=256）

公務（n=214）

1%未満 1%以上～3%未満 3%以上～5%未満 5%以上～10%未満 10%以上～20%未満

20%以上～30%未満 30%以上～40%未満 40%以上～50%未満 50%以上

6.4%

6.5%

10.9%

9.6%

10.2%

16.8%

13.9%

11.0%

12.1%

9.6%

16.0%

17.3%

13.9%

12.2%

15.8%

15.8%

16.0%

17.3%

24.0%

19.5%

17.8%

20.0%

18.0%

14.5%

15.4%

17.1%

15.4%

23.5%

13.7%

15.4%

15.4%

21.1%

13.4%

11.5%

12.9%

7.9%

6.7%

5.7%

6.9%

5.0%

6.6%

2.3%

2.6%

2.8%

3.2%

2.3%

1.6%

2.8%

0.7%

3.7%

2.0%

1.5%

3.5%

3.7%

1.1%

0.4%

2.4%

1.2%

1.6%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業（n=267）

情報通信業（n=246）

エネルギー・インフラ（n=247）

商業・流通業（n=260）

サービス業・その他（n=256）

公務（n=214）
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2030 年頃では、いずれの業種でも 10％未満の割合が 10％以上の割合を下回る結果とな

り、大きく利用が拡大することが予想される。 

 

図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（業種別、2030 年頃） 

 

 

生成 AI サービスを利用することによって、普段行っている業務がどれくらい効率化でき

るかについても尋ねた。現在の精度の場合、全業種で 10％未満（「1％未満削減」から「5％

以上～10％未満削減」）の割合が 6～7 割となっており、業務時間の削減効果は限定的だと

言える。 
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図表：業務の効率化状況（業種別、現状の精度の場合） 

 

 

精度が向上した場合（ほぼ思い描いた通りの結果が出る）については、10％未満の割合が

4 割程度、10％以上の割合が 5 割以上となっており、かなりの業務時間の削減効果が期待で

きると言える。 

 

図表：業務の効率化状況（業種別、精度が向上した場合） 
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続いて、本調査で確認した生成 AI サービスの利用状況を職種別に確認する。職種別でも

利用状況は利用経験とほぼ同じ傾向がみられ、多くの職種で「メールや議事録、資料作成等

の補助」、「社内向けヘルプデスク機能」の割合が高く、どの職種でもある程度利用シーンが

限定されていることがうかがえる。一方、「いずれも利用していない」という割合も 20％を

超えている職種が多く、特に事務従事者やブルーカラー職種で高くなっている。 

 

図表：生成 AI サービスの利用状況（職種別） 

 

 

現在生成 AI サービスを利用していない（利用経験はあるものの、現在は利用していな

い人）に対して、将来の利用意向を確認した。2025 年頃では、ほぼ全ての職種で「いずれ

も利用していないと思う」の割合が最も高い。利用意向のある人については、「メールや

議事録、資料作成等の補助」や「社内向けヘルプデスク機能」の割合が高く、想定される

利用シーンについては、現状と大きく変化しないことが想像される。 
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図表：生成 AI サービスの利用意向（職種別、2025 年頃） 

 

 

2030 年頃では、「メールや議事録、資料作成等の補助」や「社内向けヘルプデスク機

能」の割合が高い点は 2025 年頃と共通している。管理的職業従事者や専門的・技術的職

業従事者といったホワイトカラー職を中心に上記以外の用途での利用拡大が予想され、幅

広い用途での活用が進むものと想定される。 

 

図表：生成 AI サービスの利用意向（職種別、2030 年頃） 

 

 

生成 AI サービスを利用する業務の割合についても業務時間をベースに回答してもらっ
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度を占めており、いずれの業種でそれほど大きな差は見られなかった97。 

 

図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（職種別、現在） 

 

 

生成 AI サービスを利用する業務の割合（業務時間ベース）について将来を想像して回

答してもらった。2025 年頃では、管理的職業従事者や販売従業者は 10％未満の割合が 5

割程度となり、利用時間が増加すると想像される。一方、サービス職業従事者について

は、現在とほとんど変わっておらず、数年では利用の拡大は考えにくい。 
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図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（職種別、2025 年頃） 

 

 

2030 年頃では、いずれの職種でも 10％未満の割合が 10％以上の割合を下回る結果とな

り、大きく利用が拡大することが予想される。 
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図表：生成 AI サービスを利用する業務の割合（職種別、2030 年頃） 

 

 

生成 AI サービスを利用することによって、普段行っている業務がどれくらい効率化で

きるかについても尋ねた。現在の精度の場合、多くの職種で 10％未満（「1％未満削減」か

ら「5％以上～10％未満削減」）の割合が 6～7 割となっており、業務時間の削減効果は限

定的だと言える。 
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20%以上～30%未満 30%以上～40%未満 40%以上～50%未満 50%以上 利用しなくなると思う
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図表：業務の効率化状況（職種別、現状の精度の場合） 

 

 

精度が向上した場合（ほぼ思い描いた通りの結果が出る）については、10％未満の割合

が 4 割程度、10％以上の割合が 5 割以上となっており、かなりの業務時間の削減効果が期

待できると言える。 
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1%未満削減 1%以上～3%未満削減 3%以上～5%未満削減
5%以上～10%未満削減 10%以上～20%未満削減 20%以上～30%未満削減
30%以上～40%未満削減 40%以上～50%未満削減 50%以上削減
削減できない（横ばいまたは増加）
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図表：業務の効率化状況（職種別、精度が向上した場合） 

 

 

9-3. ICT 投資等に関するアンケート調査の概要 

2024 年 1～2 月に日本、米国、ドイツ、中国に本社を置く、従業員数 10 名以上の企業に

勤める社員へのオンライン形式のアンケート調査を実施した。アンケート調査の回答者に

ついては、自身が勤めている企業における ICT 関連の取り組みについて把握しているモニ

ターを選定し、各国の業種・規模別の回収数は下表のようになった98。 

 

                                                      
98 卸売業・小売業、サービス業・その他については、常勤従業員数 100 人以上を大企業、それ以外の産

業については、常勤従業員数 500 人以上を大企業と定義した。 
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5%以上～10%未満削減 10%以上～20%未満削減 20%以上～30%未満削減
30%以上～40%未満削減 40%以上～50%未満削減 50%以上削減
削減できない（横ばいまたは増加）
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9-4. ICT 投資等に関するアンケート調査の結果 

まず、3 年前（2020 年度）と比較した ICT 関連のハードウェア、ソフトウェア、ICT サ

ービス、その他の ICT 関連投資の増減を確認すると、日本は 4 割強の企業が増加させてい

るのに対して、米国は 6 割強、ドイツは 5 割強、中国は 8 割弱の企業が増加させており、

やや見劣りがする。ハードウェア、ソフトウェア、ICT サービス、その他では大きな差異は

みられず、中国、米国企業の積極的な投資が目立つ。一方、ドイツは 2 割前後が減少させて

おり、二極化が進んでいる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本 大企業 中小企業 合計

製造業 49 59 108

情報通信業 46 59 105

エネルギー・インフラ 32 74 106

商業・流通業 46 58 104

サービス業 36 70 106

合計 209 320 529

米国 大企業 中小企業 合計

製造業 10 55 65

情報通信業 19 62 81

エネルギー・インフラ 6 84 90

商業・流通業 55 89 144

サービス業 60 102 162

合計 150 392 542

ドイツ 大企業 中小企業 合計

製造業 28 73 101

情報通信業 17 46 63

エネルギー・インフラ 5 53 58

商業・流通業 75 102 177

サービス業 55 86 141

合計 180 360 540

中国 大企業 中小企業 合計

製造業 57 138 195

情報通信業 51 47 98

エネルギー・インフラ 13 60 73

商業・流通業 43 51 94

サービス業 33 18 51

合計 197 314 511
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図表：ICT 投資等の増減 

 

 

 

次に、ICT 投資の見通しとして、5 年先の ICT 関連のハードウェア、ソフトウェア、ICT

サービス、その他の ICT 関連投資の増減予想を確認すると、いずれも日本企業に比べて米
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国、ドイツ、中国企業の方が「増える」と予想している企業の割合が大きい。日本企業も半

数程度は増えると予想しているものの、米国、ドイツ、中国企業の方が ICT の更なる利活

用を想定していると考えられる。 

 

図表：ICT 投資等の見通し 

 

 

さらに、ICT 投資の目的を確認する99と日本は「業務効率化/コスト削減」が最も多く、次

いで「柔軟な働き方への対応」となっており、守りの ICT 投資が多くなっている。攻めの

ICT 投資としては「ビジネスモデルの変革」や「市場や顧客の変化への迅速な対応」を 2 割

程度の企業が挙げているものの、「他社と連携した製品・サービスの開発強化」は 1 割弱と

なっており、自社に閉じた取組が多くを占めていることがわかる。 

ドイツでも「業務効率化/コスト削減」が最も多く、中国では「市場や顧客の変化への迅

速な対応」、米国では「顧客行動・市場分析の強化」といった攻めの ICT 投資も多くなって

いる。日本と諸外国ではかなり違いがみられる。 

 

 

 

 

                                                      
99 最大 4 つまで選択してもらった。 
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図表：ICT 投資の目的 

 

 

日本企業について大企業と中小企業を比較すると、「ビジネスモデルの変革」や「先進的

な ICT 技術への投資」は差が大きい。中小企業では「柔軟な働き方への対応」や「定期的

なシステム更新サイクル」など必要に迫られた対応にとどまっており、将来のビジネス拡大

に向けた投資は限定的だと想像される。 
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図表：ICT 投資の目的（日本、規模別） 
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